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第４章　自治体 SDGs に関する事例分析

　自治体 SDGs に関する先進的な取組について、SDGs 未来都市へのアンケート及び金沢市、日野市、

鎌倉市へのインタビューを実施し、実務面を含めてポイントや課題を把握・整理した。

　自治体が SDGs に取り組むにあたり、関係するステークホルダーとの連携が重要であるため、民間の

ステークホルダーにおける実情やニーズ、メリット、課題等も明らかにするためにインタビューを実施

した。

　また、インタビューを行った事例以外にも、多摩・島しょ地域で SDGs の取組を進めている大学や青

年会議所の取組、海外の地域・都市における、SDGs の評価・マネジメントに関する特徴的な取組をま

とめた。

第４章　自治体 SDGs に関する事例分析

１．自治体における先進事例 　〇金沢市
　　公益社団法人金沢青年会議所
　〇日野市
　　ESRI ジャパン株式会社
　〇鎌倉市

２．SDGs 未来都市における取組 SDGs 未来都市の概要とアンケート結果を掲載
３．その他の
　　事例
　　

（１）事業者・団体における取組 　〇長崎大学（島嶼SDGs プロジェクト）
　〇公益社団法人日本青年会議所

（２）�多摩・島しょ地域における
　　ステークホルダーの取組状況

＜多摩・島しょ地域における金融機関の取組＞
　〇多摩信用金庫
＜多摩・島しょ地域における大学の取組＞
　〇拓殖大学
　〇中央大学
　〇多摩大学
＜多摩・島しょ地域における青年会議所の取組＞
　〇公益社団法人立川青年会議所

（３）海外における参考事例 　〇ボン市（ドイツ連邦共和国）
　〇コルドバ州・ブエノスアイレス市（アルゼンチン）
　〇南デンマーク州（デンマーク）
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第４章　自治体 SDGs に関する事例分析

 １．自治体における先進事例	�

（１）金沢市�
　国連大学と青年会議所（Junior Chamber：以下、JC という。）との連携を軸に、多くの市民を巻き

込んで多様なステークホルダーとの連携により先進的な取組を進めている事例として、金沢市へインタ

ビューを実施した。概要及び事例のポイントは下表のとおりである。主な連携先である公益社団法人金

沢青年会議所（以下、金沢 JC という。）にもインタビューを実施したので、その概要もここで取り上

げる。

図表 53　インタビュー実施概要及び事例のポイント

①　地域概況

　石川県金沢市は、人口 451,018 人（2021 年 1 月 1 日住民基本台帳人口・世帯数）、面積 468.79㎢（2020

年全国都道府県市区町村別面積調）で、石川県の県庁所在地であり、中核市の１つである。2020 年 7

月 17 日には加賀市、能美市とともに県内で４番目に内閣府「SDGs 未来都市」に選定された。

②　SDGs の取組内容と経緯

　2018 年７月に金沢市と金沢 JC、国連大学サステイナビリティ高等研究所いしかわ・かなざわオペレー

ティング・ユニット（以下、OUIK）の３者で SDGs 推進に向けた共同研究に関する協定を締結した。

　2019 年３月に共同研究の成果として「金沢 SDGs 共同宣言」、「金沢 SDGs ５つの方向性」を発表し、

実現に向けたプロジェクトである「IMAGINE KANAZAWA 2030」を立ち上げた。なお、SDGs の 17

のゴールは、特に安全な水や飢餓など、市内で課題がないわけではないが、市民があまり身近に感じら

れないものもあるため、金沢市の地域性に即して 5 つの方向性に置き直してわかりやすく表現している。

項目 詳細
実施日 2020 年 10月 2日
インタビュー実施先 金沢市　都市政策局企画調整課　担当者
事例のポイント ・�国連大学と金沢 JCとの連携を軸にそれぞれの強みを生かした連携体制を構

築している。
・�計画等の策定当初からステークホルダーと協働することで、連携の輪が広
がっている。
・�SDGs を、多様なステークホルダーが同じ方向を見て協力できるものと捉え、
SDGs に取り組むことで、仕事を「楽に」、「楽しく」進めようとしている。
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第４章　自治体 SDGs に関する事例分析

③　SDGs の取組のきっかけ

　民間ベースの活動が盛んであり、また通常の市役所の業務を通じて SDGs に貢献できているとの認識

から、2017 年頃までは市として特別に SDGs に取り組む意図はなかった。しかし県内の各主体で SDGs

の取組が進むにつれ、市民から金沢市も取り組むよう要望されるようになった。また、金沢 JC とは、

毎年テーマを決めて連携して事業を実施しており、2018 年の連携事業のテーマとして SDGs が提案さ

れたことにも後押しされ、市としても SDGs に積極的に取り組むことが決まった。

④　庁内の推進体制

■推進組織のあり方

　企画調整課を事務局とし、市長と副市長、全局長からなる「金沢市 SDGs 推進本部」を 2020 年 4 月

に設置した。また推進本部とは別に20代後半から40代前半までの若手・中堅職員や民間有志によるワー

キンググループを設置している。

図表 54　金沢ＳＤＧｓ「５つの方向性」

方向性 対応するゴール
１　自然、歴史、文化に立脚したまちづくりをすすめる
　～古くて新しくて心地よいまち～　　　

金沢の地形は、山地、台地、平野、河川などから構成されています。起伏豊かな地
形を土台に歴史や文化が蓄積され、今日では生物多様性に富み保存と開発の調和が
とれた創造都市として国内外へ独自性を放っています。こうした金沢の自然、歴史、
文化の価値をさらに高め、住む人の目線で心地よいまちづくりをすすめます。

２　環境への負荷を少なくし資源循環型社会をつくる
　～“もったいない”がないまち～

持続可能な社会を実現するには、環境への負荷を軽減し、限りある資源を循環させ
る仕組みや技術を導入することが重要です。個人のライフスタイル、あらゆる企業
活動、地域活動において、二酸化炭素排出量の抑制、再生エネルギーの導入、フー
ドロスの解消、ごみの資源化などをすすめます。

３　次代を担う子供たちの可能性を引き出す環境をつくる
　～子供がゆめを描けるまち～
「当たり前の生活」を享受できない相対的貧困が社会問題となっています。生まれ
育った家庭の経済状況や障害などに左右されることなく、すべての子供が安心して
個性豊かに育つことができる環境をつくります。また、教育格差の是正や、文化や
芸術などを通じて子供の自己肯定感を高める活動に、学校、地域、NPOなど多様
なステークホルダーとともに取り組みます。

４　誰もが生涯にわたって学び活躍できる社会風土をつくる
　～働きがいも、生きがいも得られるまち～　　　

人生 100 年時代においては、仕事と仕事以外の生活を調和させ、その両方を充実
させることが欠かせません。多様な人材が、ライフステージや能力に合わせた柔軟
な学び直し、働き方の選択ができる社会風土を醸成します。

５　文化や産業に革新的イノベーションが起きる仕組みをつくる
　～新しいもの、ことを生み出すまち～　　　

AI などの技術の進化がより加速する反面、持続可能な経営や中長期的な企業価値
が問われる時代になっています。こうした背景を踏まえ、金沢の強みである文化の
成長産業化や起業支援、学術機関やNPOなどとの連携、人材の多様性の推進など、
創造性・革新性の向上に向けた仕組みをつくります。

資料）�IMAGINE KANAZAWA 2030「金沢 SDGs『5 つの方向性』」（https://kanazawa-sdgs.jp/sdgs/、2021 年 1 月 29
日最終閲覧）より三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング作成
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第４章　自治体 SDGs に関する事例分析

■庁内啓発のポイント

　SDGs への取組を「新たな施策」と位置付けるのではなく、「すべての施策を推進する際に必ず考慮

すべきもの」と位置付けている。また、SDGs を押し付けないことをモットーに、さまざまなステーク

ホルダーにとっての共通目標である SDGs を意識すれば市役所だけでは出来ないことに取り組めたり、

単独の課で出来ないことに取り組めたりすることで、仕事が「楽に」「楽しく」なると伝えている。

　部局横断的に SDGs への理解が広まるよう、SDGs の考え方と親和性の高い若い世代から伝わるよう

にしている。

⑤　多様なステークホルダーとの連携

■住民協働の進め方

　SDGs を気軽に学べるリアルコミュニケーションの場である「SDGs カフェ」や、ステークホルダー

からなる研究会「SDGs ミーティング」、石川県立金沢西高校を舞台にした PBL（Project Based 

Learning : 課題解決型学習）、ホームページと Facebook を用いた情報発信に取り組んでいる。特に

SDGs カフェは「気軽に学べる交流の場」としてミッションを設けない、など良い雰囲気で継続できる

よう工夫されており、また「SDGs ×スポーツ」などの横断的なテーマを設定することで SDGs を知ら

ない層も巻き込み、活動の輪が広まっている。

　2020 年 3 月には、これまでの議論や IMAGINE KANAZAWA 2030 の取組を踏まえ、「金沢 SDGs ５

つの方向性」を達成するためのアクション集「金沢ミライシナリオ（金沢 SDGs 行動計画）」を策定した。

策定にあたって、通常の行政計画を策定する時のようなたたき台や素案は市で作成しておらず、多様な

ステークホルダーの対話により一から作成された。

　なお「将来世代に引き継ぐ」というコンセプトなど、SDGs は子育て世代や若い世代には響きやすい

一方で、横文字が苦手な高齢者には響きにくいという側面もある。この点について金沢市では、

「IMAGINE」というキーワードを SDGs の取組に設定したことで、ジョン・レノンの曲名が想起され、

高齢者の理解や参加に効果があった。

■事業者との連携の進め方

　ワーキンググループでの議論を元に、企業や団体、個人など誰でも参加できるパートナーズ制度

「IMAGINE KANAZAWA 2030 パートナーズ」を 2020 年度から立ち上げ、多数の企業・団体・個人か

ら応募が来ている。

⑥　計画行政としての推進

■計画行政への反映

　金沢ミライシナリオは、市の行政計画という位置づけではなく、行政だけでなく「みんな」でやるべ

きこととして位置づけている。市のまち・ひと・しごと創生総合戦略にも SDGs が反映されている。
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■指標の設定

　KPI（Key Performance Indicators：重要業績評価指標）についても、行政だけでなく、できるだけ

多様な主体の参画を得て決めることを目指している。KPI をパートナーシップで作成することにより、

達成の責任もパートナーシップで負うことになる。そのため、行政だけで KPI を作成するよりも SDGs

の達成に向けた取組への市民の理解・参画が得やすくなる。

⑦　重視している点

　従来の取組を SDGs の視点から点検することで、重要でありながら、単独の部署や行政だけでは取り

組めない課題に対する取組が残されていることが分かった。取組を実施する段階においても、世界共通

の目標である SDGs を意識して説明することで、他部署や民間等の理解がスムーズに進むようになり、

従来の連携を申し出る側 / 受け入れる側、行政サービスを供給する側 / される側という関係から、同じ

目標の達成を目指すパートナーになることができ、仕事が楽に、かつ楽しくなった。この点は庁内に

SDGs のメリットを説明する上で、重点を置いて説明している。

　また、SDGs への貢献を意識した市政広報によって、従来から行っていた市の様々な取組が、改めて

企業に注目されるようになり、連携のオファーも多数寄せられるようになった。他の SDGs 未来都市と

のつながりも生まれており、SDGs に取り組む自治体職員はポジティブな考えを持つ傾向にあるので、

前向きに自治体間連携が進むなど、SDGs は自治体職員にとって非常に有用なツールである。

　なお、今後自治体職員になる世代は、学校で SDGs を学んだ「SDGs ネイティブ」であり、そういっ

た若手職員が増えていくことで全庁的な理解・意識も広がっていくと考えられる。「SDGs ネイティブ」

に就職先として選ばれる市役所にしていきたい。

　金沢 JC へのインタビュー実施概要、及び事例のポイントは下表のとおりである。

図表 55　インタビュー実施概要及び事例のポイント

①　団体の概要

　金沢 JC は、国際青年会議所（以下、JCI という。）主催の SDGs 推進のための国際会議である JCI 金

沢会議の開催など、国内でも先駆的に SDGs に取り組んだ JC である。

項目 詳細
実施日 2020 年 10月 2日
インタビュー実施先 公益社団法人金沢青年会議所　理事長
事例のポイント ・�地域の JCが強みを生かして、SDGs の普及活動や SDGs 未来都市モデル事

業の構想を担当。
・�SDGs に取り組むことで、企業にとっても地域にとっても、ヒト・モノ・カ
ネが集まるというメリットが得られる。
・�自治体が達成したい明確なゴールを設定することで、企業とのパートナー
シップが生まれやすくなる。
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　2015 年に JCI 世界会議金沢大会を開催し、会議期間中に行われた総会において、JCI が 2030 年まで

に SDGs 達成に向けて積極的に取り組むとの「金沢宣言」が採択された。以後 2016 年から 2020 年ま

で毎年、アジア太平洋地域の各国青年会議所の代表が一堂に参加する国際会議「JCI 金沢会議」を金沢

で開催し、グローバルな課題を共有する機会を設けている。こうした中、テレビ CM 等、多様なステー

クホルダーと連携して SDGs を普及・促進する活動を行っており、2016 年には約 300 名であった金沢

会議の参加者は、2019 年には延べ 5,000 人を超えるまでになった。

②　SDGs の方針

　SDGs は、明るい未来を作っていくこと、国際ネットワークとつながることなど、JC が持つ理念と合致

しており、日本青年会議所（以下、日本 JC という。）と全国各地の JC が 2030 年まで SDGs を推進する

ことに同意し、推進宣言を行った。また SDGs は社会をより良くする目標であり、例えば第１回ジャパン

SDGs アワードに輝いた北九州市に IT 分野の優秀な人材が集まりつつあるなど、SDGs を実現すること

でヒト・モノ・カネが集まるようになった。よって SDGs の推進は企業の実利面からみても重要であり、

会員の多くを占める若い企業経営者の関心も高まっていることから、SDGs 推進の方針を決めたメンバー

が今後代替わりをしたとしても、継続的な取組がなされる見込みである。全国の街には必ず JC があり、

SDGs は社会課題を見える化した共通目標であるので、地域で連携して推進していく方針である。

③　地域におけるSDGs 推進の可能性

■地域の事業者・団体にSDGs の理解を広げるためには

　SDGs に取り組む企業にもヒト・モノ・カネが集まることを伝えることが考えられる。SDGs に取り

組む地域や企業には、今までにない人材が集まることが効果として見えやすく、実際に SDGs に取り組

んだ企業には、県外から志望者が集まるようになっている。

■自治体との連携の可能性

　連携という手段の検討の前にどのゴールを達成したいか、自治体側で見定まっていることが重要であ

る。金沢市はパートナーシップにより社会課題等の解決をもたらすコレクティブインパクトの創出を掲

げており、だからこそ企業が集まる。

　自治体は地域を俯瞰する立場から、将来あるべきビジョンを持ち、課題を選び、その課題について自

治体と JC が考えるというプロセスだと取り組みやすい。社会課題はイノベーションを生み出すきっか

けや、ビジネスに発展する機会ともなり、その課題は自治体が提供することができる。

　自治体には信頼・信用があるため、自治体が SDGs 推進を宣言すれば、地域へ大きなインパクトを与

えることができる。また自治体は公共サービスを担う中で多様な専門性を持った人材を抱えており、情

報が集まりやすいことが長所である。この点で金沢市は、まず市長が SDGs 推進のビジョンを掲げ、こ

れを受けた担当部署では、参加しやすい SDGs カフェで民間側からみた課題を集約しており、自治体の

持つ長所を活用して SDGs を推進している。金沢 JC では SDGs ツーリズムの構想をつくり、実証実験

を行った上で市に提言し、これが自治体 SDGs モデル事業になるなど、JC には JC の得意とする領域が

あるので、自治体と JC の連携は地域における SDGs 推進に大きな可能性を生み出すと考えられる。
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（２）日野市�
　多摩・島しょ地域で唯一、SDGs 未来都市に選定されている自治体であり、内閣府における官民連携

プラットフォーム分科会にて民間企業との連携により GIS（Geographic Information System：地理情

報システム）を活用したローカル指標の設定に取り組んでいる先進事例として、日野市へインタビュー

を実施した。概要及び事例のポイントは下表のとおりである。官民連携プラットフォーム分科会で共同

研究を行っている ESRI ジャパン株式会社にもインタビューを実施したので、その概要もここで取り上

げる。

図表 56　インタビュー実施概要及び事例のポイント

①　地域概況

　東京都日野市は、人口 187,027 人（2021 年 1 月 1 日住民基本台帳人口・世帯数）、面積 27.55㎢（2020

年全国都道府県市区町村別面積調）で、都心から西に 35 キロメートル、東京都のほぼ中心部に位置し、

昭和初期から大企業の誘致により工業都市として発展、さらに戦後は大規模団地の進出により首都圏の

ベッドタウンとして発展してきた。2019 年 7 月 1 日に東京都内では初めて内閣府「SDGs 未来都市」に

選定された（2020 年度時点で多摩・島しょ地域では唯一の選定都市）。

②　SDGs の取組内容と経緯

　2018 年 1 月より、日野市、地域包括支援センター、専門機関、企業、NPO、住民等をパートナーとし、

「日野リビングラボ」を開始。生活の困りごとについて地域のステークホルダーが協力して解決策を考

える対話の場を適宜開催している。

　2018 年 10 月に「地方創生官民連携プラットフォーム」に参画。GIS を活用した都市課題の可視化・

SDGs のローカル指標の設定に関する研究を実施している。

　2019 年 4 月より、都立日野台高校において、SDGs のアクティブラーニングを探求学習テーマに導入。

さらに、日野市、日野台高校、日野 JC の 3 者で SDGs 学習を地域で行う「持続可能な日野の未来を創

る高校生チーム」（ひのミラ）を立ち上げ、活動を推進している。

　2019 年 7 月に内閣府「SDGs 未来都市」に選定された。

項目 詳細
実施日 2020 年 9月 23日
インタビュー実施先 日野市　企画部企画経営課　担当者
事例のポイント ・�SDGs を共通言語として活用することで、大手企業を含む官民連携を促進し

やすくなる。
・�生活課題を解決する実証実験を行う「日野リビングラボ」を設置・運営する
ことにより、多様なステークホルダーの連携が進んでいる。
・�高校や小学校における地域学習にSDGs を取り入れることで、若い世代の理
解や取組が広がり、大人を巻き込むことにもつながっている。
・�民間企業と連携し、GIS を活用したローカル指標の設定・活用の検討に取り
組むことで、課題の分析や可視化に活用が広がっている。
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③　SDGs の取組のきっかけ

　地方創生において 2016 年より「生活課題産業化」を掲げ、民間や周辺 12 自治体と、市民の生活から

生まれるビジネスモデルを構築する協議会を立ち上げたが、官民で考え方や物事の進め方が異なり、連

携し取組に結びつくまでに時間がかかっていた。そこで SDGs を確認したところ、日野市の目標と近し

く、特にさまざまな地域課題を行政と企業だけでなく、住民や学校、地域活動団体など含めて解決に取

り組むマルチステークホルダーとの連携については、市長が就任以来掲げている「人とまちの諸力融合」

との親和性もあり、官民連携の共通言語として導入を進めることとなった。日野市のこれまでの取組や

目標を SDGs 未来都市計画にまとめたところ、採択され、SDGs 未来都市となった。

④　庁内の推進体制

■推進組織のあり方

　2020 年２月に財政非常事態宣言を出したこともあり、今後は市民や地域団体、企業と課題を共有し、

連携しながら新たな取組を生み出す「共創」に向けて移行すべきと考えている。SDGs はその意識付け

をするための良いテーマになる。

■庁内啓発のポイント

　官民連携においては、民間企業との関わり方やきっかけがわからないことが多い。協定を結ぶ際に各

部門から何を連携したいか要望を出してもらうようにしたことで、各部門が連携に対して能動的になり、

他自治体よりも官民連携の取組が行いやすくなった。

⑤　多様なステークホルダーとの連携

■住民協働の進め方

　2018 年 1 月から、地域包括支援センターや専門機関、企業、NPO 等をパートナーとし、市民と一緒

に課題を学ぶ場として「日野リビングラボ」を開始し、それぞれの課題やできることの共有と対話を促

進している。対話により生み出された地域の困りごとを解決するためのアイデアを実証実験として実施

している。また、都立日野台高校との連携により、探求学習に地域をフィールドとした SDGs のアクティ

ブラーニングを取り入れたり、高校生と大人の有志による「ひのミラ」（持続可能な日野の未来を創る

高校生チーム）の活動を行ったりしている。小学校教育における SDGs の導入にも NPO と連携して取

り組んでいる。

■事業者との連携の進め方

　日野市には大手企業の工場が多く、大手企業では社会課題、フィールドに対する関心が高まっている。

一方、自治体は地域というフィールドを持っており、対話の場や現場との接点づくりを担うことができ

る。こうした両者を SDGs の文脈で結び付け、対等なパートナーシップによる官民連携を促進している。

　内閣府の地方創生 SDGs 官民連携プラットフォームに参画しており、ローカル SDGs プラットフォー

ムを作った法政大学の川久保准教授や ESRI ジャパン株式会社と連携して検討を進めている。



第
４
章

64

第４章　自治体 SDGs に関する事例分析

⑥　計画行政としての推進

■計画行政への反映

　SDGs の反映については、マッピングによる整理を行った上で、テーマごとに「取り組みたい未来像」

「未来像に関連する SDGs のゴール」を連ね、総合計画の策定につなげていくことをイメージしている。

■指標の設定

　内閣府の地方創生 SDGs 官民連携プラットフォームに参画しており、法政大学の川久保准教授や

ESRI ジャパン株式会社と連携して GIS を活用したローカル指標の検討を進めている。

⑦　重視している点

　SDGs の推進において自治体は、コーディネーター、プロデューサー的な役割になるべきだと考えて

いる。従来、公共分野のプレイヤーは自治体だけのように見えたが、昨今では地域包括ケアシステムを

はじめとした協働の進展により、公共分野においても多様なプレイヤーが存在していることや、その中

でハブとなるプレイヤーの重要性が顕在化してきた。行政はプレイヤーであると同時に、全体のあり方

を考え、自身が持つ信用度を使って仕組みとして落とし込む役割が求められる。SDGs のマルチステー

クホルダーパートナーシップの解釈について、日野市の場合は「共創」の関係にあたると整理している。

　企業側は社会課題を認識していても、どのようにアプローチすればよいか分からないという状況であ

る。例えば、高齢者向けビジネスへの参入を検討している企業でさえ、社員は高齢者とじっくり話した

経験がないこともある。一方、自治体は地域というフィールドを持っており、対話の場や現場との接点

づくりを担うことができ、これは企業側にとって大いに価値がある。実際に企業側からの連携の提案が

増えており、地方の基礎自治体しか持ち得ない情報への価値が高まっているとみている。
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　ESRI ジャパン株式会社へのインタビュー実施概要、及び事例のポイントは下表のとおりである。
図表 57　インタビュー実施概要及び事例のポイント

①　団体の概要

　GIS ソフトウェアの輸出入、販売、開発及び関連するサービスを提供する事業者。アメリカのカルフォ
ルニアに本社のある Esri 社の製品の総販売代理店で、「ArcGIS」などの製品を取り扱っている。日本
の自治体への製品提供例も多い。2002 年 4 月 1 日設立で従業員数は約 200 名（2020 年 4 月現在）。東京
に本社があり、札幌・名古屋・大阪・福岡にオフィスを持つ。

②　SDGs の方針

　Esri 米国法人が国連における GIS による指標の可視化に取り組んでいることもあり、日本法人であ
る ESRI ジャパン株式会社がライセンス契約を結ぶ日野市をフィールドとして、内閣府の「官民連携プ
ラットフォーム分科会」において SDGs 指標の可視化の取組を推進している。SDGs のすべてのターゲッ
トに関わる指標を GIS で可視化する方向性についての是非や、意義、政策へ反映までの全体のフロー
を基に議論している状況である。主に、「ゴール 3 すべての人に健康と福祉を」、「ゴール 11 住み続けら
れるまちづくりを」などを中心に検討している。

③　地域におけるSDGs 推進の可能性

■地域の事業者・団体にSDGs の理解を広げるためには

　民間のデータで活用できるものは、例えば、国の家計調査、人流・交通量データ、バス停・路線など
である。これらのデータを基に、バス停からの 300m 圏内、医療へのアクセスカバー率などを算出、表
示していく。地区別データについては、街区、自治会区、小学校区、中学校区、生活圏など、部局ごと
に複数のレイヤー・単位で、制限なく配置できる。
■自治体との連携の可能性

　こうした手法により、国連・内閣府等のグローバルな指標と、個別計画等の原課の関連データを組み
合わせて SDGs のローカル指標を可視化し、地図ベースでの自治体での活用が広がっていく可能性があ
る。同時に、企業等がより使いやすい形でデータが整理されていくことで、行政のオープンデータ化の
推進につながるとともに、自治体職員が自ら地図情報を分析して公開していくなど、データリテラシー
の向上につながることも期待できる。
　GIS を用いれば、市域を細分化して分析できる。例えば、立地適正化計画において、商業施設の配置
や地区ごとの高齢化率のマスキングなどを行い、SDGs の関連要因を分析することで、視覚的にもわか
りやすく、市域全体ではなく地区ごとの特色を踏まえた施策の検討に活用できる可能性がある。

項目 詳細
実施日 2020 年 9月 30日
インタビュー実施先 ESRI ジャパン株式会社　官民連携プラットフォーム分科会担当部署
事例のポイント ・�内閣府官民連携プラットフォーム分科会にて日野市をフィールドとしてGIS

によるローカル指標の可視化に取り組んでいる。
・�GIS により地区ごとに様々なデータを重ね合わせて分析することで、地区別
の特性を踏まえたきめ細かな施策立案につなげることができる。
・�自治体によるオープンデータの推進と職員のデータリテラシーの向上にもつ
ながる。
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（３）鎌倉市�
　首都圏の都市における SDGs 未来都市であり、総合計画の策定に際してターゲットレベルでの検討や

ローカル指標の設定を行うなど、SDGs の計画行政への反映において先進的な取組を行っている鎌倉市

へのインタビュー実施概要、及び事例のポイントは下表のとおりである。

図表 58　インタビュー実施概要及び事例のポイント

①　地域概況

　神奈川県鎌倉市は、人口 172,938 人（2021 年 1 月 1 日住民基本台帳人口・世帯数）、面積 39.53㎢（2020

年全国都道府県市区町村別面積調）である。

②　SDGs の取組内容と経緯

　2018 年に内閣府「SDGs 未来都市・自治体 SDGs モデル事業」に選定された。総合計画に SDGs のター

ゲットを位置付ける取組や、成果指標のローカライズ、市民対話によるプロジェクトの共創を実施して

いる。

③　SDGs の取組のきっかけ

　総合計画見直しの時期に、SDGs に関する事業を推進する機運となった。市民対話を 2018 年に４回

開催して、鎌倉のありたい姿や、取り組むべき内容についてプロジェクトアイデアを主体的に検討して

もらい、SDGs 推進のきっかけとなった。

④　庁内の推進体制

■推進組織のあり方

　SDGs 推進体制に関しては、専門部署を設置することはなく、共創計画部がとりまとめている。

SDGs の推進は経済・社会面も含めて対応が必要で、環境部門だけでは対応できなかったことも一因で

あるが、市では従来から環境面の施策は重点が置かれていたため、協力は得ている。

項目 詳細
実施日 2020 年 7月 28日
インタビュー実施先 鎌倉市　共創計画部企画計画課　担当者
事例のポイント ・�SDGs の 17 ゴールについては、各施策の関連分野について俯瞰的に把握し、

強み・弱みを抽出するファーストステップに参照した。
・�SDGs の 169 のターゲットの問題解決に寄与する取組を検討し、必要な成果
指標を抽出・精査した。
・�すべてのターゲットに対応する施策を設定することはできず、特に重要なお
およそ３分の２の 100程度のターゲットについて検討していった。
・�SDGs を共通言語とした市民対話によるプロジェクトの共創を行った。
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■庁内啓発のポイント

　各課が主体的に知見・ノウハウを身につけ、意識して取り入れて個別に推進するのは現実的には難し

いが、議員への各課の対応などを通して、SDGs が全庁浸透してきた。職員向けの研修は未来都市選定

時に２回実施し、外部の SDGs 推進アドバイザー３名中の２名を講師として、各部総務担当職員向けに、

推進の必要性等について説明してもらった。

⑤　多様なステークホルダーとの連携

　市民協働や官民連携に当たっては、同じゴール・ターゲットを目指すステークホルダーと、SDGs を

共通言語として協働できることを期待し、政策形成を意識して17のゴールだけではなく、169のターゲッ

トを活用した。

■住民協働の進め方

　ワークショップ形式も含めて「2030 年をともに考え、ともに創る」市民対話を 2018 年に４回開催して、

鎌倉のありたい姿や、取り組むべき内容についてプロジェクトアイデアを主体的に検討してもらった。

市民向けの広報啓発の取組として、学校にも協力してもらいながら、市内の小中学生を 40 名公募して

参加してもらう SDGs 推進会を立ち上げた。

■事業者との連携の進め方

　企業向けの発信やパートナーシップについては、いくつか未来都市モデル事業選定時にアプローチが

あり、連携協定も締結した。地方創生で企業連携は盛んになり、SDGs に関する個別課題への対応とい

うことで、WOTA 社とメルカリ社等と連携協定を締結した。その他、地域金融機関や大学等との連携

も進めている。

⑥　計画行政としての推進

■計画行政への反映

　共創計画部として総合計画を所管し、SDGs を反映している。根幹となる基本計画に SDGs を位置づ

けているので、さらに関連の個別計画に広がって反映されている。

　また、SDGs の視点によって計画が刷新されるよりも、従来から地域課題に取り組む自治体とベクト

ルが同じ部分があり、都市環境の保全や共生などの従来からの市政運営からの強みが見いだされた。一

方、新たな視点として、例えば、防災分野の避難所体制に、一般社団法人 SDGs 市民社会ネットワーク 10 

の報告書及び SDGs 推進アドバイザーの指摘を基に、これまで取り組めなかったジェンダーの視点を反

映した政策があった。

10  �一般社団法人 SDGs 市民社会ネットワーク（略称：SDGs ジャパン）：持続可能な世界の実現を目指して、2016 年に
設立された非政府・非営利の市民ネットワーク組織（2017 年 2 月法人格取得）。SDGs の理念に則り、市民社会の立
場から政策提言活動やコンサルティング活動を行っている。
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■指標の設定

　SDGs の 17 ゴールについては、各施策の関連分野について俯瞰的に把握し、強み・弱みを抽出する

ファーストステップに参照した。指標のローカライズに主眼を置いていたが、SDGs の 169 のターゲッ

トは、日本の地方自治行政に当てはまらないものが多かったので、SDGs 推進アドバイザーから、169

のターゲットの問題解決に寄与する取組を検討し、そこに必要な成果指標を抽出・精査するのが望まし

いとアドバイスをもらった。最終的には、すべてのターゲットに対応する施策を設定することはできず、

特に重要なおおよそ３分の２の 100 程度のターゲットについて検討していった。

　EBPM（Evidence Based Policy Making：証拠に基づく政策形成）に基づいて政策、施策、事業の関

係性の論理的な因果関係を整理した上で、各課から成果指標にアウトカム志向の SDGs のターゲットを

結び付け、ロジックモデル 11 を整理することを検討したが、ゼロベースで政策体系を検討し直すこと

になるため、時間的にもノウハウ・人員的にも対応することが難しかった。結果的に、施策目標と取組

の関連性を論理的に説明できず、SDGs との関連を明示できなかったため、各課での基本計画の指標の

解釈や見直しが難しかった。また、これまで把握していない統計や、今後新たに経年的に把握できない

指標、市では統計が無い指標もあるので、EBPM に基づく立案が難しく、測定できる指標を見ていこ

うという方向性になった。

⑦　重視している点

　2030 年に向けて、あるいは基本計画期間内の SDGs に特化した評価・フォローアップ体制は検討し

ていないが、基本計画の成果指標は SDGs の観点から見直して設定しており、これらの指標に基づいて

従来通りの行政評価において見直し・反映していく体制となる。

　SDGs の方向性と、もともと地域課題に取り組んでいる自治体の政策・施策は合致する部分が多い。

正解はないので、新たな視点や漏れていた視点などの気づきについて、個々の取組がグローバルな

SDGs 推進につながっていくという認識を深めることが、職員のモチベーションになると考えている。

11  �インプット（予算・人員の投入量）からアウトプット（行政活動・サービスの産出量）、アウトカム（行政活動・サー
ビスによる効果・成果）に至る流れを論理的に模式化したもの。
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 ２．SDGs 未来都市における取組�

（１）SDGs 未来都市の概要
　内閣府の SDGs 推進本部においては、中長期を見通した持続可能なまちづくりのため、地方創生に資

する、地方自治体による SDGs の達成に向けた取組を推進していくことが重要としている。

　そこで、地方創生分野における日本の「SDGs モデル」の構築に向け、自治体による SDGs の達成に

向けた優れた取組を提案する都市を「SDGs 未来都市」と選定している。また、特に先導的な取組を「自

治体 SDGs モデル事業」として選定し、上限 3,000 万円（全体マネジメント・普及啓発等経費には上限 2,000

万円、事業実施経費には２分の１（ただし対象経費のうち 2,000 万円が上限））の補助金を交付している。

　これまでに SDGs 未来都市には、2018 年度に 29 都市（うち自治体 SDGs モデル事業 10 事業）、2019

年度に 31 都市（同 10 事業）、2020 年度に 33 都市（同 10 事業）の計 93 都市（同 30 事業）が選定され

ている。

図表 59　SDGs 未来都市・自治体SDGs モデル事業の概要

資料）内閣府地方創生推進室「地方創生に向けた SDGs の推進について」（2020 年 7 月）
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（２）SDGs 未来都市へのアンケート結果

①　調査概要

　　実施目的

　�　SDGs 未来都市を対象としたアンケートを実施し、SDGs 達成に向けた先進的な取組の状況を把握

し、効果的な自治体 SDGs の取組のあり方を探る。

　　実施方法

　�　SDGs 未来都市にアンケート票を郵送・回収（要望に応じて電子メールによる送信・回収）

　　実施期間

　�　2020 年 8 月 12 日（水）～ 8 月 28 日（金）

　　実施対象・回収状況

　�　2018 年度～ 2020 年度に SDGs 未来都市に選定された 93 都市に該当する 94 自治体を対象としてア

ンケート票を発送。

　�　うち、計 63 自治体から回収（回収率：67.0％）。

図表 60　SDGs 未来都市アンケートの実施対象・回収状況

　 発送数 回答数 回収率

2020 年度 SDGs 未来都市選定自治体 34 24 70.6%

2019 年度 SDGs 未来都市選定自治体 31 20 64.5%

2018 年度 SDGs 未来都市選定自治体 29 19 65.5%

計 94 63 67.0%
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②　結果概要

【計画の位置づけ】

　SDGs 未来都市を調査対象としているため、基本的にはすべての団体が SDGs に関する計画を策定し

ている中で、SDGsの独立した計画を策定している（＝独立したSDGs未来都市計画を策定している）ケー

スが約半数を占めている。環境政策の延長として着手するケースもあり、環境基本計画と連動・一体化

している団体も一部で見られるが、総合計画や総合戦略などの計画行政の根幹に位置付けるケースが多

くなっている。

【注力課題】

　現在の注力課題としては、「⑪住み続けられるまちを」、「⑧働きがいも経済成長も」、「④質の高い教

育をみんなに」、「③すべての人に健康と福祉を」などが多く挙げられている。持続可能なまちづくりを

筆頭に、「経済」と「社会」の分野がやや重視されている傾向が見て取れる。今後については、「⑧働き

がいも経済成長も」、「④質の高い教育をみんなに」、「⑰パートナーシップで目標を達成しよう」といっ

た項目が現在よりも重視される傾向にある。ただし、現行の施策の課題と一致することが注力の理由で

あるケースがほとんどを占め、これまでに取り組めなかった課題や新たな視点による課題に踏み出す

きっかけとまでなっているケースは少ない。

【理解度】

　担当を超えて複数の部署で理解が広がりつつあるが、全庁的な浸透には至っておらず、職員一人ひと

りへの意識付けが課題になっている。地域における意識も広がりつつあるが、多様なステークホルダー

に理解が広がっているとまではいえない状況である。カードゲームや外部有識者の活用などで職員研修・

勉強会を工夫する取組なども見られるが、むしろ地域への発信を積極的に行い、地元企業、団体、住民

との意見交換会やワークショップの開催、SDGs カフェ・ミーティングの開催、小中学校や高校での

SDGs 学習の実施など、庁内外での交流を広げる取組が多く見られている。

【取組体制】

　2 名以上の専任の職員を配置している自治体はほとんどなく、数人の兼任職員による体制が多い。多

くは企画部門や環境部門等における所管業務の一部として推進しているが、併せて部局横断的な会議体

や SDGs の統括部署を設置しているケースも多い。外部アドバイザーの活用・検討も進みつつある。

　統一的な対外窓口を設置し、庁内外のマッチングを行うことで啓発や協力体制の強化に効果をあげて

いる例もある。一方、地域における取組体制については、ネットワーク組織の設立等の動きが広がりつ

つある中、高校との連携や若手職員と民間有志によるワーキングチームの立ち上げといった特徴的な取

組も見られる。
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【目標・指標】

　SDGs の目標と指標については、ビジョンの設置と 17 のゴールとの対応関係の整理から着手するケー

スが多いことがうかがえる。SDGs 未来都市といえども目標や指標に関して具体的な検討段階にまだ

至っていない団体が多い。内閣府の「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」を活用しているケースはわ

ずかであり、まだ活用・浸透していない状況である。地域のステークホルダーと連携して目標や計画を

検討した他の自治体と意見交換を実施する取組も見られるほか、総合計画や総合戦略、各種計画の策定

過程に SDGs の視点を取り込んで目標・指標の設定に結び付ける取組が見られる。

【計画・アクションプログラム】

　総合計画、総合戦略及び個別計画の中に SDGs の推進を掲げているケースが多い。独自の計画・アク

ションプログラムを策定しているケースもあるが、いずれかの計画に位置付けながら進められている。

総合計画に位置付ける場合は、SDGsの 17のゴールとの関係を整理するケースがほとんどである。また、

SDGs のモデル事業を推進しているケースも一定割合見られており、計画に位置付ける取組と具体的な

モデル事業を推進する取組が並行して進められつつあることがうかがえる。予算事業と SDGs のゴール

を紐づけて実効性を担保したり、対外的に PR することで注目度を高め目標の達成率を向上させたりす

る取組も見られる。

【フォローアップ】

　フォローアップ・評価の仕組み・体制を検討している団体が約半数を占め、SDGs 未来都市において

もフォローアップの取組はまだこれからというケースが多い。取組を行っている中では、まずは設定し

た指標による計測から取り組んでいる団体が多い。一歩進んで PDCA を回している団体はまだわずか

である。

　庁内に SDGs の推進部署を設置したり、地域の大学とのパートナーシップにより PDCA を回したり

する取組が見られる。また、総合戦略の評価の仕組みを活用したり、内閣府の有識者会議による評価・

コメントを活用したりするケース（SDGs 未来都市計画の場合）もある。
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③　調査結果

　体制

　専任職員は 2 名以下が約 9 割を占めており、数名程度の兼任職員が担当しているケースが多い。

図表 61　職員数（n=63・SA）

 

 

　全庁組織の設置

　全庁組織については、71.4％が設置し、15.9％が設置を検討中となっており、ほとんどの自治体で設置・

検討が進んでいる。

図表 62　全庁組織の設置（n=63・SA）

88.9%

6.3% 1.6% 1.6% 1.6%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
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70%
80%
90%
100%

2以下 2～4以下 4～6以下 6～8以下 8～ 無回答

(n=63)

58.7%

25.4%

12.7%
1.6% 1.6%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
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ある

71.4%

設置を検討中

15.9%

ない

12.7%

＜専任職員の数＞

＜兼任職員の数＞
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　外部アドバイザーの活用

　外部アドバイザーについては、25.4％の団体が活用しており、さらに 14.3％が活用を検討中となって

いる。

図表 63　外部アドバイザーの活用（n=63・SA）

 

　計画の位置づけ

　計画の位置づけについては、SDGs の独立した計画を策定しているケースが約半数を占めている。各

種計画との連動については、地方創生総合戦略や総合計画と連動・一体化しているケースが 5 ～ 6 割を

占め、環境基本計画と連動・一体化しているケースが約 2 割となっている。

図表 64　計画の位置づけ（n=63・SA）

活用している

25.4%

活用を検討中
14.3%

活用していない
57.1%

無回答

3.2%

(n=63)

49.2%

19.0%

58.7%

55.6%
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6.3%
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12.7%

19.0%

3.2%

44.4%

71.4%

28.6%

25.4%

82.5%

0% 　    20% 　   40% 　 60% 　 80% 　 100%

SDGsの独立した計画

環境基本計画と連動・一体化した計画

まち・ひと・しごと総合戦略（地方創生総合戦略）と

連動・一体化した計画

総合計画と連動・一体化した計画

その他

現在位置付けている 今後の予定がある 位置付けられていない
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　現在の注力課題と今後の注力課題

　現在の注力課題としては、「⑪住み続けられるまちを」（87.3％）、「⑧働きがいも経済成長も」（66.7％）、

「④質の高い教育をみんなに」（55.6％）、「⑨産業と技術革新の基盤をつくろう」（55.6％）、「③すべての

人に健康と福祉を」（54.0％）などが多く挙げられている。

　今後についても概ね同様の項目が挙げられているが、「⑧働きがいも経済成長も」、「④質の高い教育

をみんなに」「⑰パートナーシップで目標を達成しよう」といった項目は、現在よりも今後さらに重視

される傾向が見られる。

図表 65　現在の注力課題と今後の注力課題（n=63・MA）
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⑥安全な⽔とトイレを世界中に

⑦エネルギーをみんなにそしてクリーンに

⑧働きがいも経済成⻑も

⑨産業と技術⾰新の基盤をつくろう

⑩⼈や国の不平等をなくそう

⑪住み続けられるまちづくりを

⑫つくる責任つかう責任

⑬気候変動に具体的な対策を

⑭海の豊かさを守ろう
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⑯平和と公正をすべての⼈に

⑰パートナーシップで⽬標を達成しよう

無回答

現在の注⼒課題

今後の注⼒課題
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　注力の理由

　注力の理由としては、「現行の施策の課題と一致するから」が 74.6％と多くを占めている。「その他」

の自由回答においても、「総合計画と一致するから」「スーパーシティ構想を柱として優先的なゴールを

位置付けているため」といった回答が見られ、SDGs の推進そのものを施策の方向性として定めている

ことを含めて、現行の計画・施策の方向性と一致する課題を注力分野としているケースが多い。

　次いで、「既存の地域資源を活用できるから」、「地域の強みのある分野だから」といった回答が多く、

地域の資源や強みを生かそうとする方向性も見られる。

図表 66　注力の理由（n=63・MA）

74.6%

46.0%

39.7%

17.5%

17.5%

12.7%

9.5%

1.6%

15.9%
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地域の強みのある分野だから

市⺠・事業者のニーズが⾼いから

地域の弱みのある分野だから

これまで取り組めなかった課題だから

SDGsの視点によって新たに発⾒された課題だから

他⾃治体での取り組みが参考になるから

その他

無回答
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　SDGs の理解度

　SDGs の理解度については、「担当が SDGs 概要について理解している」（84.1％）、「庁内の複数の部

署で理解が広がっている」（74.6％）、「担当の所属内で理解が広がっている」（73.0％）が 7 ～ 8 割を超

えており、担当を超えて理解が広がりつつある状況がうかがえる。ただし、「全庁的に浸透している」

（23.8％）や「全庁的に職員が自分事として SDGs を捉え仕事に生かしている」（4.8％）には格差が生じ

ていることから、職員一人ひとりへの意識付けが課題になっているといえる。

　一方、庁外については、「地域の事業者・団体などに理解が広がっている」（44.4％）が 4 割強を占め、

地域における理解も一定程度広がりつつある状況がうかがえる。全庁的な浸透よりも割合が高いことか

ら、一部では庁内・職員より地域の方が理解が進んでいる状況も生じていることが考えられる。

図表 67　SDGs の理解度（n=63・MA）
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住⺠を含む地域の多様なステークホルダーに
理解が広がっている
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無回答
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　SDGs の理解度に関する課題　

　SDGs の理解度に関する課題については、「SDGs の意義・メリットについての理解が全庁的に浸透し

ていない」（58.7％）が半分強と多くを占める。次いで、「SDGs に関して自主的に情報を集めたり勉強

したりする職員が少ない」（47.6％）、「SDGs を施策や担当業務に対応させたり活用したりしようとする

意識が醸成されていない」（46.0％）が多く挙げられている。

図表 68　SDGs の理解度に関する課題（n=63・MA）

＜SDGs の理解度を高めるために効果的な取組・ポイント（アンケートの自由回答より）＞

　対庁内については、カードゲームや外部有識者の活用などで職員研修・勉強会を工夫することや、国

の事業や計画への位置づけをきっかけとすること、職員の行動指針等に反映することなどが挙げられた。

　一方、地域における啓発については、広報紙や SNS 等での発信、地元企業や団体市民との意見交換

会やワークショップの開催、SDGs カフェ・ミーティングの開催、小中学校や高校での SDGs 学習の実施、

シンボルマークやデザインポロシャツ、ラッピングバスなどの取組が挙げられた。
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SDGsの概略についての理解が全庁的に浸透していない
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SDGs推進の理解が得られない

その他
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　SDGs の取組体制

　SDGs の取組体制については、「企画部門や環境部門等における所管業務の一部として推進している」

（77.8％）が 8 割弱を占めている。「SDGs に関する部局横断的な会議体を設置している」（60.3％）や「SDGs

の取組を総括する部署を設置している」（44.4％）など、横断的な取組体制を整備している割合も高い。

　対外的には、「地域の事業者・団体などが SDGs 推進活動を実施している」（52.4％）ケースが半分強

を占め、「地域のステークホルダーとの推進体制を整備している、協定を締結している」（31.7％）のは

約 3 割、「地域事業者を対象にした登録・認定制度を構築している」（22.2％）のは約 2 割と、制度化も

進みつつある状況である。

図表 69　SDGs の取組体制（n=63・MA）

77.8%

60.3%

52.4%

47.6%

44.4%

31.7%

22.2%

20.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企画部門や環境部門等における所管業務の一部とし
て推進している

SDGsに関する部局横断的な会議体を設置している

地域の事業者・団体などがSDGs推進活動を実施している

SDGsの担当・係等を設置している

SDGsの取組を総括する部署を設置している

地域のステークホルダーとの推進体制を整備して
いる、協定を締結している

地域事業者等を対象にした登録・認定制度を構築している

国際的な発信・交流を⾏っている

無回答

(n=63)
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　SDGs の取組体制に関する課題　

　SDGs の取組体制に関する課題については、「行政内部での理解、経験や専門性が不足している」

（68.3％）が 7 割弱と多くを占める。次いで、「行政内部での予算や資源に余裕がない」（46.0％）、「行政

内部署間の職務分掌の問題や優先度をめぐる認識に差がある」（31.7％）が多く挙げられている。

図表 70　SDGs の取組体制に関する課題（n=63・MA）

 　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

＜SDGs の取組体制に関する効果的な取組・ポイント（アンケートの自由回答より）＞

　対庁内については、若手職員を対象としたワークショップの開催や部局横断的な推進組織や推進ポス

トの設置のほか、統一的な窓口を設置して庁内外のマッチングを行うことなどが挙げられた。

　一方、地域における取組体制については、多様なステークホルダーによるネットワーク組織の設立や

活動の推進に関する項目が挙げられており、具体的には、高校との連携や若手中堅職員と民間有志によ

るワーキングチームの立ち上げ、モデル事業の実施などが効果をあげている。

68.3%

46.0%

31.7%

14.3%

7.9%

11.1%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80%

⾏政内部での理解、経験や専⾨性が不⾜している

⾏政内部での予算や資源に余裕がない

⾏政内部署間の職務分掌の問題や優先度をめぐる
認識に差がある

庁外の連携体制を構築することが難しい

⼀緒に取り組むパートナーが⾒つけられない

その他

無回答
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　SDGs の目標と指標

　SDGs の目標と指標については、「2030 年を見据えたビジョン・目標を設定している」（76.2％）、「ビジョ

ン・目標と 17 のゴールとの対応関係を整理している」（68.3％）が約 7 ～ 8 割を占め、ビジョンの設置

と 17 のゴールとの対応関係の整理から着手するケースが多いことがうかがえる。

　一方、「独自のローカル指標を設定している」（27.0％）、「ビジョン・目標と 169 のターゲット・232

の指標との対応関係を整理している」（20.6％）団体は 2 ～ 3 割にとどまり、これらは次のステップと

して位置づけられると考えられる。なお、「内閣府の「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」を活用し

ている」（4.8％）団体はわずかであり、まだ活用・浸透していない状況である。

図表 71　SDGs の目標と指標（n=63・MA）

76.2%

68.3%

41.3%

27.0%

20.6%

4.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2030年を⾒据えたビジョン・⽬標を設定している

ビジョン・⽬標と17のゴールとの対応関係を整理している

SDGs推進の宣⾔を⾏っている

独⾃のローカル指標を設定している

ビジョン・⽬標と169のターゲット・232の指標との対応
関係を整理している

内閣府の「地⽅創⽣SDGsローカル指標リスト」を活
⽤している

無回答
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　SDGs の目標と指標に関する課題　　

　SDGs の目標と指標に関する課題については、無回答や特になしという回答が多い。「ローカル指標

の設定方法がわからない」（31.7％）が最も多く挙げられており、SDGs 未来都市といえども目標や指標

に関して具体的な検討段階にまだ至っていない団体が多いといえる。

図表 72　SDGs の目標と指標に関する課題（n=63・MA）

 

＜SDGs の目標と指標に関する効果的な取組・ポイント（アンケートの自由回答より）＞

　有識者会議を設置して有識者の知見を活用したり、地方銀行や JC、大学等の地域のステークホルダー

と連携して目標や計画を検討したりする取組が挙げられている。また、他の自治体と意見交換を実施す

る取組も見られる。

　その他、総合計画や総合戦略、各種計画の策定過程に SDGs の視点を取り込んで目標・指標の設定に

結び付ける取組のほか、国際的な評価（SDSW12 ）を参照して独自の 17 ゴールの分析モデルを構築す

ることで取組を推進する自治体も見られる。

31.7%

15.9%

11.1%

4.8%

3.2%

1.6%

31.7%

23.8%

0% 10% 20% 30% 40%

ローカル指標の設定⽅法がわからない

169のターゲット、232の指標との対応関係の整理が
できない

バックキャスティングでの考え⽅がわからない

17のゴールとの対応関係の整理ができない

⽬標の設定⽅法がわからない

2030年を⾒据えたビジョンの設定⽅法がわからない

その他

無回答

12  �Sustainable Development Students’ Week の略。国内外から研究者、教育者、学生、住民が集まり 1 週間にわたり様々
なセッションを行う国際的なイベント。
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　SDGs の計画・アクションプログラム

　SDGs の計画・アクションプログラムについては、「地方創生総合戦略の中に SDGs の推進を掲げて

いる」（61.9％）、「個別計画の中に SDGs の推進を掲げている」（55.6％）、「総合計画の中に SDGs の推

進を掲げている」（46.0％）、「SDGs 独自の計画・アクションプログラムを策定している」（38.1％）が 4

～ 6 割を占めており、いずれかの計画に位置付けながら進められている状況がうかがえる。「総合計画

の中に SDGs の推進を掲げている」自治体のほとんどが、「総合計画の中で SDGs の 17 のゴールとの関

係を整理している」と回答した。

　また、「SDGs のモデル事業を推進している」（38.1％）ケースも約 4 割を占めており、計画に位置付

ける取組と具体的なモデル事業を推進する取組が並行して進められつつあることがうかがえる。

　

図表 73　SDGs 計画・アクションプログラム（n=63・MA）

61.9%

55.6%

46.0%

42.9%

38.1%

38.1%

23.8%

7.9%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80%

地⽅創⽣総合戦略の中にSDGsの推進を掲げている

個別計画の中にSDGsの推進を掲げている

総合計画の中にSDGsの推進を掲げている

総合計画の中でSDGsの17のゴールとの関係を整理している

SDGs独自の計画・アクションプログラムを策定している

SDGsのモデル事業を推進している

SDGs独自の計画・アクションプログラムを策定中・策定を
予定している

SDGsの観点で、施策の抜け漏れのチェックなどの分析を行
い、総合計画に反映させている

無回答
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　SDGs の計画・アクションプログラムに関する課題　　

　SDGs の計画・アクションプログラムに関する課題については、「具体的なアクションにつなげるプ

ログラムの策定が難しい」（33.3％）が最も多く、アクションへの展開を悩んでいる団体が多いことが

うかがえる。

図表 74　SDGs の計画・アクションプログラムに関する課題（n=63・MA）

 

＜SDGsの計画・アクションプログラムに関する効果的な取組・ポイント（アンケートの自由回答より）＞

　総合計画や総合戦略に結び付けるケースが多く、計画年度や KPI・目標を一致させたり、進捗状況の

確認や評価を一体的に実施したりする取組が見られる。

　また、予算事業と SDGs のゴールを紐づけて実効性を担保したり、対外的に PR することで注目度を

高め目標の達成率を向上させたりする取組も見られる。

33.3%

14.3%

7.9%

3.2%

22.2%

30.2%

0% 10% 20% 30% 40%

具体的なアクションにつなげるプログラムの策定が難しい

他の⾏政計画との整合の取り⽅が難しい・わからない

モデル事業の設定が難しい

総合計画への反映⽅法がわからない

その他

無回答
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　SDGs のフォローアップ

　SDGs のフォローアップについては、「フォローアップ・評価の仕組み・体制を検討している」（47.6％）

が約半数を占め、SDGs 未来都市においても取組はまだこれからというケースが多い。

　取組を行っている中では、「指標を用いた達成状況の計測を行っている」（41.3％）が約 4 割と多くを

占め、まずは設定した指標による計測から取り組んでいる団体が多い状況である。一歩進んで、「ステー

クホルダーの声を反映させる機会を設けている」（22.2％）、「フォローアップ・評価の仕組み・体制を

構築している」（20.6％）が約 2 割を占め、「評価を踏まえた目標・指標の見直し、計画の改定を行って

いる」（15.9％）という PDCA を回している団体は 15％ほどである。

図表 75　SDGs のフォローアップ（n=63・MA）

47.6%

41.3%

22.2%

20.6%

15.9%

7.9%

4.8%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

フォローアップ・評価の仕組み・体制を検討している

指標を⽤いた達成状況の計測を⾏っている

ステークホルダーの声を反映させる機会を設けている

フォローアップ・評価の仕組み・体制を構築している

評価を踏まえた目標・指標の⾒直し、計画の改定を
行っている

外部機関による評価を⾏っている

グローバルなフォローアップ・レビューに参加している

無回答
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　SDGs のフォローアップに関する課題　　

　SDGs のフォローアップに関する課題については、無回答や特になしという回答が多い。「評価・マ

ネジメントの体制が構築できない」（25.4％）がもっとも多く挙げられており、フォローアップの体制・

仕組みの構築・実行の段階に至っていない団体が多い状況といえる。

図表 76　SDGs のフォローアップに関する課題（n=63・MA）

 

＜SDGs のフォローアップに関する効果的な取組・ポイント（アンケートの自由回答より）＞

　庁内に SDGs の推進部署を設置することで進捗管理等を短時間で実施する体制を整備したり、地域の

大学とのパートナーシップにより PDCA を回したりする取組が見られる。また、総合戦略と共通の

KPI を設定することで、総合戦略の評価の仕組みを活用してフォローアップを実施するケースもある。

　なお、SDGs 未来都市計画については、内閣府が主導する有識者会議による評価・コメントを得られ

る仕組みがあり、それを活用している団体もある。

25.4%

19.0%

15.9%

7.9%

7.9%

27.0%

27.0%

0% 10% 20% 30%

評価・マネジメントの体制が構築できない

指標を⽤いた評価が適切に⾏えない

外部評価の体制が構築できない

評価・マネジメントの仕⽅がわからない

評価結果の反映⽅法がわからない

その他

無回答
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　SDGs のメリット

　「SDGs のメリット」については、文字通り「持続可能性に関する意識の向上」（74.6％）が多く、約

4 分の 3 の団体が挙げている。次いで「民間企業・民間団体との連携強化」（65.1％）、「自治体のブラン

ディングや PR」（65.1％）といった対外的なメリットを挙げる団体が多い。後者のブランディングや

PR については、SDGs 未来都市としての先行者利益の側面がやや強いとも考えられるが、さらに「最

大のメリット」を聞いた次の設問では、「持続可能性に関する意識の向上」よりもこれらの対外的なメリッ

トの方が多く挙げられており、連携強化とブランディング・PR で 46.0％を占めている。意識面もさる

ことながら、行動面における具体的なメリットとして強く感じられる要素となっているといえる。

　続いて「自治体の取組を SDGs の視点でチェックできる」（52.4％）を半数強の団体が挙げており、

政策における抜け漏れのチェックや質の向上など、自治体における政策のレベルアップに効果が表れて

いるケースが多いことがうかがえる。

　次ページの「最大のメリット」で少し目立つのが、「新たな事業の創出につながる」（6.3％）との回

答であった。「SDGs のメリット」を聞く複数回答の設問では 10 位の項目であったが、「最大のメリット」

を聞く単一回答の設問では 4 位の項目となっており、SDGs ならではのメリットとしてこれまでにない

視点での新たな事業の創出に結び付くことのインパクトが大きく表れているといえる。

図表 77　SDGs のメリット（n=63・MA）

74.6%

65.1%

65.1%

52.4%

46.0%

46.0%

44.4%

42.9%

39.7%

36.5%

36.5%

36.5%

25.4%

25.4%

12.7%

11.1%

9.5%

9.5%

9.5%

7.9%

1.6%

3.2%

7.9%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80%

持続可能性に関する意識の向上

⺠間企業・⺠間団体との連携強化

⾃治体のブランディングやPR

⾃治体の取組をSDGsの視点でチェックできる

⾃治体内における部局課間の連携の強化

⻑期的な視点の導⼊

地域住⺠との連携強化

経済・社会・環境政策の統合

ローカルアイデンティティの開拓、地域活性化

国や都道府県・市区町村との連携の強化

領域を超えた横断的な課題の設定・検討

新たな事業の創出につながる

住⺠のQOLの向上

バックキャスティングの考え⽅の導⼊

国際動向の把握

新たな企業誘致につながる

国際協⼒の推進

⼈⼝減少・流出の抑制

経済的な⾃⽴につながる

新たな資⾦調達⽅法の創出（社会的投資や基金など）

事業の選択と集中

わからない

その他

無回答
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図表 78　SDGs の最大のメリット（n=63・SA）

⺠間企業・⺠間団体
との連携強化
25.4%

自治体のブラン
ディングやPR
20.6%持続可能性に関する意

識の向上
7.9%

新たな事業の創出につながる
6.3%

自治体内における部局
課間の連携の強化

4.8%

自治体の取組をSDGs
の視点でチェックできる

4.8%

住⺠のQOLの向上
3.2%

経済・社会・環境政策の統合
3.2%

国や都道府県・市区
町村との連携の強化

3.2%

⻑期的な視点の導⼊
3.2%

ローカルアイデンティティの
開拓、地域活性化

1.6%

国際協⼒の推進
1.6%

バックキャスティング
の考え方の導⼊

1.6%

経済的な自⽴につながる
1.6%

その他
3.2%

無回答
7.9%
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 ３．その他の事例�

（１）事業者・団体における取組
○長崎大学（島嶼 SDGs プロジェクト）�
　長崎大学においては、県内に多くの島しょ地域が存在していることから、それらの島しょ地域と連携

協定を結び、島しょ地域における SDGs の推進に関する研究・実践活動を行っている。国際的なシンポ

ジウム等も開催しており、東京都の島しょ地域においても参考となる点があると考え、インタビューを

実施した。

　インタビュー実施概要及び事例のポイントは以下のとおりである。

図表 79　インタビュー実施概要及び事例のポイント

①　団体の概要

　2018 年 11 月に始まった島嶼 SDGs プロジェクトは、長崎大学内に設けられた「島嶼 SDGs 協議会」、

及び内閣府の地方創生 SDGs 官民連携プラットフォーム内の「島嶼 SDGs 分科会」により運営され、島

しょ部をフィールドとした地域医療教育や検診の実施（「ゴール３ すべての人に健康と福祉を」に関連）、

移動式のサイエンスカーを用いた教員の派遣や離島に卓越した教員の養成、離島やへき地をフィールド

とする起業家の育成（「ゴール４ 質の高い教育をみんなに」に関連）、インフラの再生・長寿命化に係

る人材育成や共同研究（「ゴール11 住み続けられるまちづくりを」に関連）、島の藻場の保全と再生（「ゴー

ル 14 海の豊かさを守ろう」に関連）など、島しょ地域と連携し、SDGs 推進に関する取組を行っている。

②　SDGs の方針

　長崎県が全国 6,852 島のうち 971 島を有する最も島の数が多い県であるということと、長崎大学が教

育学部を有しており教員の人事配置等、島しょ地域と本土の均衡の取れた発展を長崎県と連携して支援

しており、2010 年には大学と島しょ地域（平戸市、対馬市、壱岐市、五島市、小値賀町、新上五島町 )

との間で包括的な連携協定が結ばれるなど、SDGs 以前から島しょ地域とのつながりがあった。また、

持続可能な社会を考える機運が生まれ、島しょ部は高齢化率が高いなど大きな課題を抱えることから、

SDGs をマイルストーンにすべく、島嶼 SDGs プロジェクトが発足した。

項目 詳細
実施日 2020 年 9月 15日
インタビュー実施先 長崎大学島嶼SDGs プロジェクト　担当者
事例のポイント ・�現状のままでは島の生活・経済・環境を維持できないということが、SDGs

に取り組むきっかけになる。
・�島ごとの違いを大事にし、すべてに取り組もうとするのではなく、できるこ
とから。島に共通する基本的な取組項目を共有することも考えられる。
・�外部の視点を取り込む。研究者にとって貴重な研究フィールドであることを
生かし、研究者とのつながりを活用することで、取組の推進力になる。
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③　地域におけるSDGs 推進の可能性

■地域の事業者・団体にSDGs の理解を広げるためには

　今は大学や民間、個人と島の関わりがそれぞれにあるが、いずれにも SDGs の要素は必ずあるので、

17 のゴールや 169 のターゲットのどこにあてはまるのか整理をし、地域の位置付けを確認するような

手法であれば、特に人手の制約が厳しい島しょ地域でも SDGs に取り組めると考えられる。

　また住民との協働において、「SDGs」を認知していない住民も多いが、住み続けられる島にしたいと

いう想いは SDGs の理念と共通しているので、現状のままでは島の生活・経済・環境などが維持できな

いと伝え、持続可能性について意識を共有するということが、SDGs に取り組むきっかけになる。

■島しょ地域におけるSDGs 推進の方向性

　17 のゴール、169 のターゲット全てに取り組むことは、特に人手の制約が厳しい島しょ地域では難し

い。まずはできることから始めるべきである。また、それぞれの島の違いを生かしつつ、島に共通する

基本的な取組項目を共有することや、島しょ地域で一緒にアピールできる部分については連携し、相乗

効果をあげることで、連携の輪を広げていくことは考えられる。

■自治体との連携の可能性

　島しょ地域は研究者にとって貴重な研究フィールドであるため、研究者とのつながりを活用し、大学

や教育機関、研究者と連携することが取組の推進力になると考えられる。

　また、例えばごみ問題と海洋資源の問題について、SDGs によりそれぞれの活動に取り組んでいた団

体・関係者につながりができれば、海洋プラスチックごみを集め、それを道路舗装に使うという可能性

が生まれる。それぞれの主体が個別に展開していた活動の考え方が近いと分かるようになり、連携への

道筋を見いだすことができる。

○公益社団法人日本青年会議所�
　日本青年会議所（日本 JC）は､ 外務省と連携し､ SDGs の推進を活動方針の柱の一つとして打ち出

して先導的に取り組んでいる。地域の事業者が会員となっている各地域の青年会議所（JC）でも SDGs

の取組を推進しており、地域の有力なステークホルダーの一員として連携できる可能性等についてイン

タビューを実施した。

　インタビュー実施概要及び事例のポイントは以下のとおりである。

図表 80　インタビュー実施概要及び事例のポイント

項目 詳細
実施日 2020 年 10月 16日
インタビュー実施先 公益社団法人日本青年会議所　SDGs 推進会議　議長
事例のポイント ・�外務省とパートナーシップ連携を結び、国際的にSDGs を推進している。

・�SDGs 推進企業への金融支援策の策定を行っている。
・�SDGs に取り組む企業のプラットフォーム「SDGs ログ」を構築している。
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①　団体の概要

　JC は国際組織であり、JC のバッジには国連のロゴマークが入っている。国連で決めたことについて

は、国際青年会議所（JCI）でも推進し、日本 JC も、各地区 JC も推進する。

　JC はアメリカが発祥だが、現在世界全体で 17 万人の会員のうち、3.5 万人が日本 JC であり、もっと

も多く、影響力がある。もともと MDGs に取り組んでいたが、2015 年に金沢で開催された世界会議で

SDGs の推進を決議し、国際的に取り組んでいくことを決めた。2019 年度には外務省とタイアップし、

全国の JC で SDGs に取り組んでいくことを決議している。

②　SDGs の方針

　日本 JC では、「SDGs1.0」～「SDGs3.0」という表現をしている。「SDGs1.0」は取組の始まりであり、

パートナー締結を行う段階である。「SDGs2.0」は認知度を上げる段階であり、現在は「SDGs3.0」の実

践の段階であると認識している。すでに認知度は加速度的に上がっていく前提で、「認知・周知から実施・

推進へ」と時代が移り変わっていると捉えている。

　外務省とのパートナーシップ連携を結んでいる項目が 5 項目あり、2020 年度は「中小企業」と「次

世代」を重点テーマとしている（第 4、5 項目）。SDGs に取り組みたいが何をすればよいのかわからな

いという事業者が多い。そこで中小企業向けの金融支援に力を入れた。

　中小企業が SDGs を推進する理由としては、現状のまま、SDGs を推進していなければ、将来的に十

分な資金調達ができなくなることも見込まれる。SDGs に取り組んでいることによって、融資の審査の

ときに財務状況だけでなく、非財務情報としてプラス評価の要素となり、融資につながる可能性がある

と説明している。これは ESG 投資につながる考え方である。また、三井住友銀行、きらぼし銀行、豊

和銀行とパートナーシップを締結している。豊和銀行においては、SDGs 私募債「ほうわ SDGs 私募債」

を発行している。

③　地域におけるSDGs 推進の可能性

■地域の事業者・団体にSDGs の理解を広げるためには

　SDGs に取り組む企業のプラットフォームとして「SDGs ログ」を構築・運用している。

■自治体との連携の可能性

　日本 JC としての SDGs の推進は 3 年に及んでおり、日本 JC としてやると決めたことについて、各

地区 JC が自分のやれることを考えて実践していくスタンスであり、どこの地域でもやっていないこと

を実施し、活動を広げていきたいという思いは各地区 JC が持っているといえる。
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（２）多摩・島しょ地域におけるステークホルダーの取組状況

○多摩・島しょ地域における金融機関の取組�
●多摩信用金庫

　地域において連携するステークホルダーとして、金融機関は重要な役割を担うこととなる。多摩地域

における地域金融機関として、SDGs に関する連携が想定される機関の一つとして、その現状や今後の

可能性について多摩信用金庫にインタビューを実施した。

　インタビュー実施概要及び事例のポイントは以下のとおりである。

図表 81　インタビュー実施概要及び事例のポイント

①　団体の概要

　多摩地域の 26 市 3 町 1 村及び相模原市周辺を事業エリアとする信用金庫で、事業エリア内の法人、

個人及び自治体を主な顧客としている。

②　SDGs の方針

　信用金庫の取組そのものが SDGs であると考えている。たましんの経営理念は「お客さまの幸せづく

り」であり、永続的に「地域の課題解決インフラ」となることを目指している。これらの理念やビジョ

ンの実現に向けて、事業者の支援・個人へのお手伝い・地域社会と連携したまちづくりなど、多様化・

複雑化する課題の解決に取り組んでいる。この課題解決活動で得た適正な利益を、経営資源や地域社会

に再投資することで、持続可能な地域社会の発展につなげている。

　SDGs に関する宣言等は行っていないが、その重要性は認識しており、考え方や取組は庫内で徐々に

浸透している。例えば、地域貢献度を自己評価した指標である、「ビジネスモデルの評価指標」に

SDGs の視点を組み込んでいる。

③　地域におけるSDGs 推進の可能性

■地域の事業者・団体にSDGs の理解を広げるためには

　特に中小企業においては、SDGs と言われても、本業とは一線を画しているものであり、取り組む余

裕がない、というのが本音であるといえる。しかしながら、今後は SDGs に取り組んでいなければ、社

会から認められなくなり、取引先から SDGs への対応を求められる可能性がある。これからは、SDGs

の考え方が事業者等のビジネスモデルに不可欠になっていくということを伝えていく必要がある。

項目 詳細
実施日 2020 年 9月 16日
インタビュー実施先 多摩信用金庫　経営戦略室・価値創造事業部　担当者
事例のポイント ・�信用金庫の取組そのものがSDGs であり、考え方や取組は浸透している。

・�SDGs は事業者を強くするための要素であることを伝えることが重要。
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■自治体との連携の可能性

　多摩地域の自治体とは職員の相互派遣も行っているなど、多摩地域にはもともと連携の下地がある地

域が多く、SDGs の連携に展開させられる可能性はある。ただし、SDGs は間口が広いため、対象を絞

り込むのが難しい。例えば、自治体側で「SDGs に取り組んでいる企業」を認定し、その認定企業に対

して融資する制度などは考えられるかも知れない。

　なお、単独の自治体だけでなく、自治体同士で連携することも考えられる。

○多摩・島しょ地域における大学の取組�
　地域において連携する有力なステークホルダーの一つと想定される大学について、多摩・島しょ地域

のいくつかの大学において SDGs に関する取組が見られており、公表資料からその概要を整理した。

●拓殖大学

　2019 年 4 月に地域連携センターを立ち上げ、SDGs を活用した地域でのプロジェクト活動を展開して

いる。

　例えば、八王子市、株式会社エイビット、拓殖大学、他 3 者で、総務省より、「IoT・AI を活用した

リアルタイムハザードマップの作成と行動支援情報の提供モデル実証事業」を受託し、産官学連携によ

る八王子防災プロジェクトに着手し、活動を続けている。

　その他、「「拓殖大学産野菜」を八王子地域のこども食堂へ」「拓大マルシェで高尾地域を活性化！」「デ

ザインの力で地域の方を笑顔に！八王子市館ヶ丘団地自治会を支援」「八王子市内の小中学校で「もの

作り出張講座（理科教室）」を開催」などの地域プロジェクトが立ち上がっている。

●中央大学

　2019 年 3 月に奥多摩地域の檜原村・小菅村・丹波山村と協定を結び、地域資源と、中央大学近隣の

企業が持つ未利用技術などを組み合わせた商品・サービスを学生が企画立案し、実現に向けた方策を練

る地域連携型 PBL を実施し、SDGs を実践する人材育成に取り組んでいる。

●多摩大学

　2016 年 4 月に多摩大学アクティブ・ラーニング支援センターを設立し、ESD を推進する多摩市にあ

る大学として、アクティブ・ラーニングプログラムを取り入れ、SDGs（目標 4・11・16）に取り組ん

でいる。

　代表的な活動としては、多摩市や昭島市、藤沢市などの地域資源や魅力を活用したグローカルビジネ

スの実践研究を実施し、また、誰一人取り残さない教育として、アジア圏の学生と共に学ぶ教育プログ

ラムや多文化交流・支援活動を推進している。

（資料）拓殖大学ホームページ（https://www.takushoku-u.ac.jp/summary/sdgs/、2021 年 1 月 29 日最終閲覧）

（資料）中央大学ホームページ（https://www.chuo-u.ac.jp/usr/sdgs/、2021 年 1 月 29 日最終閲覧）

（資料）多摩大学　ESD 活動支援センター　ホームページ（https://esdcenter.jp/、2021 年 1 月 29 日最終閲覧）
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〇多摩・島しょ地域における JCの取組�
　日本 JC の方針に則り、各地域の JC で SDGs の取組が推進されているが、多摩・島しょ地域におい

て先進的な取組を行っている立川 JC の取組の概要を整理した。

●公益社団法人立川青年会議所

　2019 年 10 月に、立川市・国立市・武蔵村山市と「地域における「持続可能な開発目標（SDGs）推

進に係る協定」を締結し、取組を推進している。

　【協定における連携内容】

　1　SDGs の認知度向上を目的とした積極的な情報発信

　2　持続可能なまちづくりに向けた、市民への SDGs の普及活動

　3　SDGs の 17 の目標を達成するための地域での具体的な取り組みの推進

　4　企業、諸団体に向けた SDGs の活用方法を周知する

　5　その他、SDGs の推進に必要な事項

　ホームページで「SDGs 情報ページ」を開設し、ブログ形式で情報発信を行うとともに、「SDGs 推進

企業」のページでは、SDGs を推進する企業それぞれについて、SDGs の取組概要と対応するゴール、

連絡先等を掲載している。

　（資料）公益社団法人立川青年会議所ホームページ（http://tachikawajc.or.jp/、2021 年 1 月 29 日最終閲覧）
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（３）海外における評価・マネジメントの参考事例
　日本の自治体における SDGs 推進は、SDGs の地域行政への導入の考え方に関する整理が数年かけて

行われてきた経緯から、現状ではビジョン・計画立案を中心として実施されている段階である。一方で、

2030 年の目標達成に向けた SDGs の進捗に関するレビューや、他地域との比較を通した分析・評価等

を通じた実効性の確保の事例は少なく、今後の課題があると考えられる。

　日本において先進的な取組を行っている未来都市でも、評価・フォローアップについては、体制構築

と成果指標の設定・測定の段階を迎えている自治体が見られるが、フォローアップを実施して PDCA

サイクルを確立している自治体は見られない。また、多摩・島しょ自治体においては、評価・フォロー

アップの体制の構築も進んでいない。さらに、自治体の計画行政においてはいわゆる評価疲れの問題が

指摘されており、評価作業による負担感や、評価結果が活用されない徒労感につながることを防ぐため

にも、ステークホルダーに対する透明性の確保と、施策と課題解決の因果関係を示したエビデンスに基

づくロジックモデルの導入によって、効率的・効果的な SDGs のマネジメントを行うことが求められる。

　翻って、OECD（経済協力開発機構）を中心に進められている、海外の地域・都市における SDGs の

先進的な取組事例においては、国・地方という垂直的な関係や、企業・市民・自治体という水平的な関

係を含む多様なステークホルダーの参画によって、評価・フォローアップの実効性を高める観点から計

画立案・指標設定がなされるよう、オープンデータ化等によるプロセスや進捗状況の透明化や、客観的

な施策の因果関係を整理する研究・分析に基づく体系化が進められている。こうしたことから、OECD

が進めている「SDGs 推進に向けた世界のモデル都市」等における、SDGs の評価・マネジメントに関

する特徴的な取組をまとめ、多摩・島しょ地域に適用可能なポイントを整理した。OECD は地域・都

市における SDGs の推進に関する多国間会議において、都市間の事例共有及び進捗報告を行っており、

ここではそこから３事例を中心に取り上げる。

■ OECD「SDGs 推進に向けた世界のモデル都市」のパイロット・プログラム都市の事例

　①ドイツ　ボン市

　②アルゼンチン　コルドバ州及びブエノスアイレス市

　③デンマーク　南デンマーク地域

■参考資料

・OECD「A Territorial Approach to the Sustainable Development Goals」（2020 年 2 月最終報告書）

・各都市の策定した SDGs に関する戦略・計画

・SDGs に関する自発的自治体評価報告（Voluntary Local Reviews:VLRs）

・OECD「Measuring the distance to the SDGs in regions and cities」
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■OECD開発・公開の地域・都市におけるSDGs 達成度評価ツール

　OECD は、600 地域・600 都市を対象として、SDGs の 17 のゴールの達成度の把握及び他都市等との

比較が可能な、統一的な評価ツールをホームページ上で開発・公開している。各都市の指標を統合して

データベース化した上で、達成目標値に対する進捗や、当該国の地域・都市の平均と比較した位置づけ

が可視化されており、課題発見や戦略策定に有効である。

図表 82　OECDの地域・都市におけるSDGs 達成度評価ツール：南デンマーク地域の例

 

地域・都市の達成度

国の平均値

SDGsのゴール

資料）�Measuring the distance to the SDGs in regions and cities（https://www.oecd-local-sdgs.org、2021 年 1 月 28
日最終閲覧）より三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング作成
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○ボン市（ドイツ連邦共和国）�
　人口：32 万人　面積 141㎢

①　概要

　ボン市はドイツの国連都市として、「ボンの国連：持続可能な未来共有」というスローガンを掲げて

いる。2019 年に「持続可能性戦略」を策定し、社会参加、ジェンダー、ビジネスの発展を優先項目とし、

環境問題の解決とまちづくりを重点分野として位置づけ、SDGs の推進を通じた社会経済と環境の協調

的な関係を示した。

②　実効性を高める特徴的な取組

　a）ロードマップの策定

　�　持続可能な開発に関する市政・地域の55の統計指標を設定した。17のゴールをまたいで①交通手段、

②気候とエネルギー、③天然資源と環境、④労働とビジネス、⑤社会参加とジェンダー、⑥グローバ

ルな責任整理という市政の６つの戦略分野にまとめ直した。これらを１つのロジックモデルに基づく

ロードマップとして統合することで、多様なステークホルダーが SDGs 推進の全体像と政策の相互関

係性を一覧把握できるようにして透明性を確保した。

図表 83　ボン市のSDGs ゴールのロードマップ：６つのカテゴリー・指標

資料）Sustainability Strategy　Implementation of Agenda 2030 in Bonn

LABOR AND BUSINESS

Bonn is a prospering economic location and in harmony with 
the environment. An innovative local economy uses the poten-
tial of digitalization and thereby also minimizes its demand for 
space. Remaining land requirements are met in mutually agreed 
regional cooperation. All people living in Bonn find employment 
opportunities according to their qualifications and their personal 
situation.

Support sustainable  
innovations

Enhance the 
understanding for  
sustainable businesses

Create the foundations for 
working models that can adjust 
to different phases in life

Ensure good and  
fair labour 

SOCIAL PARTICIPATION AND GENDER

In Bonn, all people can participate in social life, regardless of age, gender, ethnicity, 
religion, national origin, physical and mental condition or social status. Gender 
equality and equal opportunities are top priorities.

Foster an effective culture  
of participation

- Actively promote  
educational justice  

and self-determination

Enable gender  
equality for all

Ensure services of 
general interest for all

Expand  
partnerships for 

global justice  
and sustainable 

lifestyles

GLOBAL  
RESPONSIBILITY AND 

ONE WORLD

Bonn is a globally recognized interna-
tional location for sustainability actors 
and their activities and events. People in 
Bonn both live and experience globally 
fair and sustainable action every day. 

Build awareness for  
global responsibility

Ensure sustainability in 
public procurement and 

financial investments

MOBILITY

The City of Bonn is an international 
role model for sustainable mobility. 
The majority of people living in Bonn 
mainly uses the differentiated and 
networked offer of low-emission and 
climate-neutral means of transport. 
Traffic avoidance has high priority.

Promote emission-
friendly mobility

Promote sustainable  
business traffic

Continuously 
expand bicycle 
traffic

Support environmental-
friendly public transport 
systems

CLIMATE AND ENERGY

Climate-friendly, energy-efficient living and working is a matter of course for 
all people living in Bonn as well as for institutional actors. Climate protection  
is considered in the context of natural resources and the environment, and 
energy is sourced from renewable and, if possible, local sources.

Reduce health stress through 
noise and air pollution

Promote  
ecological production  

and sustainable  
consumption

Increase quality of life 
through well-developed 

blue-green  
infrastructure and  

biodiversity

Ensure sustainably  
integrated urban  
planning

NATURAL RESOURCES AND ENVIRONMENT

People in Bonn live in a resource-saving and sustainable way. More natural 
landscape areas are developing. Both biodiversity and adaptability to climate 
change are increasing. Bonn’s residents appreciate the city’s blue-green  
infrastructure with the wide range of ecosystem services it provides and  
actively contribute to its preservation.

Support the use of 
renewable energies

 Encourage resource- 
saving lifestyles

Reduce CO2- 
emissions

Bonn’s Sustainability Strategy:  
Implementing the SDGs in all 
areas of municipal action.

Our guidelines and focal areas  
for Bonn 2030.
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　b）指標の進捗評価

　�　指標の進捗については、統計データをインフォグラフィック 13 で掲載したうえで、達成度合いを「向

上」（青信号↑）「維持」（黄色信号→）「低下」（赤信号↓）「停滞」（グレー）の４段階のシグナル方

式で毎年度評価している。これにより、計画の推進に参画するステークホルダーが、策定・共有して

いるロードマップ上の各取組の進捗や強み・弱みを横断的にかつ簡易に比較・把握できるようにして

いる。

図表 84　ボン市のSDGs 指標：①自転車交通の統計データ・進捗評価の例

Mobility16

Peak hours: Mon.–Fri. from  
07:00 to 12:00 and from 14:00  
to 19:30, at least every 15 minutes 

Off-peak hours: Mon.–Fri. from 20:00  
to 23:00 and at weekends from 09:00  
to 22:00, at least every 30 minutes

1.3 Motor vehicle density
   Number of privately registered passenger vehicles  

per 1,000 inhabitants 

2016 

405.8
2015

404.9
2017 

399.1
2018 

399.9

1.1 Access by bus and rail
  Percentage of inhabitants within a radius of less than  

300 metres (straight-line distance) to an operational bus stop,  
relative to the total population

2016

78.0
87.4

2017

87.4
78.0

2018

87.5
78.1

0

1

2

3

2015

2.4

2017

2.4

2016

2.8

2018

3.0

Motorised individual traffic (MIT) – single travellers MIV – with passengers Public transport (PT) CyclistsPedestrians

Mobility

1.2 Bicycle traffic
 Length of cycle paths in metres per metre of traffic routes

1.4 Traffic accidents involving children
  Number of children injured or killed in traffic accidents  

per 1,000 children under 15

Rise in motor vehicle density
in 2018 compared to 2017

+0.2 %

1.30 1.35 1.451.40 1.50

2018 1.44
2017 1.43
2016 1.40
2015

1.34

1.5 Modal split (choice of transport mode)
 Percentage of motorised individual, walking, cycling and public transport, relative to the total traffic volume (routes)

Germany  
2017

1043

22

14

11

Bonn

29 31
17

28

30

16

12

12

15
13

2017

2008

Rhein- 
Sieg- 
Kreis

46 44

20
22

10

16

8

8

17

2017

2008

The statistic for all of Germany was 2.60 percent in 2018

10

Mobility 17

1.1 Access by bus and rail 
Travelling by bus and rail is inexpensive and green compared to running a private car. It reduces 
noise and air pollution and increases the quality of life for people in the city. The vast majority 
of Bonn’s citizens have access to an attractive range of public transport services, and the bus 
and rail infrastructure is developing well. Steadily rising passenger numbers are indicative of this 
trend. People in Bonn are increasingly travelling by bus and rail. The importance of public trans-
port as an attractive option continues to grow.

1.2 Bicycle traffic 
A well-developed network of cycle paths is good for the climate, is healthy and ensures road 
safety. The length of cycle paths in Bonn has steadily increased in recent years. This is also due 
to the designation of 30 new bicycle boulevards. There are plans to continue this trend and build 
additional cycle paths. The City of Bonn aims to increase the share of bicycles in traffic overall to 
25 percent in the future.

1.3 Motor vehicle density
Cars need space, use up resources, emit exhaust gases and cause noise. The number of motor 
vehicles on the roads must be reduced in the interest of sustainable urban development. Apart 
from a slight dip in 2017, the density of motor vehicles in Bonn has increased steadily since 2008. 
The green network of public transport, bicycle paths and pedestrian traffic must be expanded 
and strengthened. In addition, a network of intermodal mobility stations will be installed in the 
next few years. This will connect the individual modes of transport and enable an easier switch 
between the available options.

Indicators with facts and developments  
in the field of mobility

Voluntary Local Review – Agenda 2030 on the local level 53

Summarised overview of indicators

1. Mobility
Nr. Indicator Definition Trend SDGs

1.1 Access by bus and rail Percentage of inhabitants within a radius of less than  
300 metres (as the crow flies) to an operational bus stop,  
relative to the total population    

1.2 Bicycle traffic Length of cycle paths in metres  
per metre of traffic routes

  

1.3 Motor vehicle density Number of privately registered passenger vehicles  
per 1,000 inhabitants

  

1.4 Traffic accidents involving 
children

Number of children injured or killed in traffic accidents  
per 1,000 children under 15

  

1.5 Modal split  
(choice of transport mode)

Percentage of motorised individual, walking,  
cycling and public transport, relative to the total  
traffic volume (routes)   

2. Climate and energy
Nr. Indicator Definition Trend SDGs

2.1 Energy consumption  
in municipal buildinge

Energy consumption in municipal properties  
in kilowatt hours per inhabitant

 

2.2 Energy consumption  
in private households

Energy consumption in private households  
in kilowatt hours per inhabitant

 

2.3 Share of renewables in  
the public utility company’s 
electricity mix

Percentage of renewable energies in the  
electricity mix at Stadtwerke Bonn

 

2.4 Solar power Energy production from photovoltaic and solar thermal 
systems in urban areas as a percentage of total energy 
consumption  

2.5 Carbon dioxide emissions  
by sector

Per capita CO2emissions (private households/industry, 
trade, commerce and services/transport) in tonnes

資料）�Voluntary Local Review Agenda 2030 on the local level-Implementation of the UN Sustainable Development 
Goals in Bonn (2020)

 

13  �情報・データ・知識などを、イラスト・図形で視覚的に表現する手法
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○コルドバ州・ブエノスアイレス市（アルゼンチン）�
　コルドバ州　人口：33 万人　面積 165,321㎢

　ブエノス・アイレス市　人口：289 万人　面積　204㎢

①　概要

　アルゼンチン政府は SDGs に関する政府の指針を①社会正義、②持続的経済成長、③制度強化の 3 つ

の軸として整理している。これに基づいて、地方政府のコルドバ州は、すべての住民がより良い生活の

質を享受できるよう、①エビデンスに基づいた政策推進、②幸福度と生活の質のモニタリング、③国際

的な長期目標、④地域のステークホルダーの連携、⑤政府の指針との整合を重視して計画を立案してい

る。

②　実効性を高める特徴的な取組

　a）ターゲット指標の関連性の整理

　�　コルドバ州は地域戦略の策定にあたって、SDGs を組み込んだ上で、特に社会包摂と幸福度を中心

とするゴール 1 ～ 5・10 に焦点を当てた。このとき、環境・経済・社会的側面のトレードオフの把握

とともに、SDGs の推進力となっている施策を特定して透明性を高めるために、SDGs のゴール・ター

ゲット間の相互関係・トレードオフについて、専門家の協力のもと、統計データに基づいて点数化し、

独自の SDGs マトリックスを作成し、ロジックモデルとして活用し戦略策定に役立てた。

図表 85　コルドバ州におけるSDGs の整理

＜政府の３つのSDGs の軸＞　　　　＜社会包摂に資するゴール 1～ 5・10の指標の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
相互関係を可視化したSDGs マトリックス＞

資料）（左）Memoria de Gestion Gubernamental (2017)
　　　（右）Secretaría General de la Gobernación (2019)

  Memoria de Gestión Gubernamental 2016

10

Ejes de Gestión

Crecimiento
Económico

Fortalecimiento
de las Instituciones

Justicia 
Social PLANETA

PROSPERIDAD

ASOCIACIONES
Y PAZ

1 FIN
DE LA POBREZA 2 HAMBRE

CERO 3 SALUD
Y BIENESTAR 4 EDUCACIÓN

DE CALIDAD 5 IGUALDAD
DE GÉNERO

6 AGUA LIMPIA
Y SANEAMIENTO 12 PRODUCCIÓN

Y CONSUMO
RESPONSABLES

13 ACCIÓN
POR EL CLIMA 15 VIDA

DE ECOSISTEMAS
TERRESTRES

7 ENERGÍA ASEQUIBLE
Y NO CONTAMIANTE 8 TRABAJO DECENTE

Y CRECIMIENTO
ECONÓMICO

9 INDUSTRIA,
INNOVACIÓN E
INFRAESTRUCTURA

10 REDUCCIÓN DE LAS
DESIGUALDADES 11 CIUDADES Y

COMUNIDADES
SOSTENIBLES

16 PAZ, JUSTICIA
E INSTITUCIONES
SÓLIDAS

17 ALIANZAS PARA
LOGRAR
LOS OBJETIVOS

FAMILIAS /
PERSONAS
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　b）コルドバ州におけるローカル指標の内容・設定方法

　�　社会包摂と福祉に重点を置いた幸福度指標 14 の開発のために、OECD と共同研究を実施した。

OECD36 カ国の 391 地域やラテンアメリカの 98 地域と比較して、健康・満足度・就業・コミュニティ・

収入等の 12 の幸福度に関する項目について、コルドバ州の指標として 30 以上の指標を作成し、評価

指標に位置づけており、これを SDGs の評価指標として用いることとしている。

図表 86　コルドバ州の幸福度指標

　c）ブエノスアイレス市における評価指標のローカライズ

　�　ブエノスアイレス市では SDGs のローカライズとして、ゴール 4, 5, 8, 10, 13, 16 を重点に位置づけ

た上で、戦略策定や独自指標の設定・開発のために、市民協働で指標設定を行った。例えば、ジェン

ダー・女性の自立の身体的保護、社会・経済状況に関する実証的なエビデンスとなる独自指標のセッ

ト（SIGBA）を開発し、SDGs のモニタリングに組み込んでいる。

図表 87　ブエノスアイレス市のSDGs 指標の評価：ジェンダー・女性活躍に関する指標の例

資料）�Buenos Aires Ciudad ”Voluntary Local Review – Building a Sustainable and Inclusive Buenos 
Aires”(2019)

資料）OECD” How's Life in the Province of Córdoba, Argentina?”（2019）

14  �国民の生活に関する、主観的幸福度を用いた評価尺度のこと。

Indicator 5.2.1: Rate of femicides every 100.000 inhabitants

SIGBA

0.55 (2017)

Target 2023 Annual reduction of femicides 
with respect to the baseline

Target 2030 Annual reduction of femicides 
with respect to the baseline

Source

Baseline and
year

TARGET 5.2 Eliminate all forms of violence against all women and girls in public and 
private spheres, including trafficking and sexual and other types of exploitation.

Ratio between the number of 
femicides in the City and the female 
population, by 100.000

Definition
0

0,5

0,6

0,3

0,4

0,2

0,1

2017 2021 2030

Indicator 5.4.1: Time gap of unpaid domestic work between men and women per day

SIGBA

2:08 (3:27 women and
1:57 men) (2016)

Target 2024 Reduce the baseline by 10%

Target 2030 Reduce the baseline by 20%

Source

Baseline and
year

TARGET 5.4 Recognize and value unpaid care and domestic work through the provision 
of public services, infrastructure and social protection policies, and the promotion of 
shared responsibility within the household and the family as nationally appropriate.

Calculated over the statement of 
the amount of average hours 
dedicated to unpaid domestic work

Definition
0

2,5

1,5

2

1

0,5

2017 2024 2030

CITY INDICATORS FOR MONITORING THE SDG TARGETS 

This is a selection of the indicators defined for monitoring SDG 5. The exhaustive set of 
indicators will be included in the Localization Report.
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○南デンマーク地域（デンマーク）�
　人口：122 万人　面積 12,191㎢ 　22 基礎自治体（市）により構成

①　概要

　南デンマーク地域 15 政府は、QOL（生活の質：Quality of Life）、幸福度、持続可能性を包含した地

域開発・成長戦略（2016-2019）「よい生活を」を策定した。「躍動的な知識」を戦略の中核に据えて、

エビデンスに基づいた政策形成や、市民や地域の他のアクターへの情報提供の改善を目指している。地

域での幸福・成長に関する調査結果は、オンラインポータルサイトで公開されている。また、本計画を

踏襲した次期計画である新たな地域開発戦略（2020-2023 年）「南デンマークの将来」では、SDGs 達成

へのロードマップとして、①グリーン転換・気候変動対策、②きれいな水・土、③未来の能力（教育・

労働）、④健康、⑤幸福度・魅力（自然・文化）、⑥モビリティという６つの戦略分野を盛り込んでいる。

図表 88　地域戦略上の 6つの戦略分野とSDGs の関連ゴール

資料）REGIONAL UDVIKLINGSSTRATEGI2020-2023” Fremtidens Syddanmark”

15  �州政府の所掌は、病院・健康、自然環境保護、公共交通等である。

Strategisk ramme Udviklingsstrategien sætter fokus på de områder, hvor vi som 
region kan spille en særlig rolle, og hvor vi i fælleskab med sam-
arbejdspartnere i hele regionen har værktøjer til at løfte fælles 
udfordringer og udnytte regionens særlige potentialer. 

Strategispor
Udviklingsstrategien bygger derfor på seks strategispor:

•  Grøn omstilling, klima og ressourcer
•   Rent vand og jord
•   Kompetencer til fremtiden
•   Sunde levevilkår
•   En attraktiv og oplevelsesrig region
•   Mobilitet for alle

Regionale mål
For hvert strategispor er der udarbejdet tre retningsgivende 
regionale mål, som bidrager til at imødegå udfordringerne eller 
til at realisere særlige regionale potentialer. Samtidig bidrager 
de regionale mål på hver deres måde direkte eller indirekte til at 
realisere ambitionerne i FN’s verdensmål.

Delstrategier
Udviklingsstrategien konkretiseres i delstrategier inden for 
strategiens spor. Delstrategierne går mere i dybden og beskriver 
konkrete initiativer og indsatser, der vil blive gennemført i løbet af 
strategiperioden. 

Partnerskaber, viden 
og fælles dagsordener 
Partnerskaber og samarbejde på tværs af stat, regioner, kommu-
ner, uddannelses- og forskningsinstitutioner, kulturinstitutioner, 
virksomheder, borgere og andre regionale partnere er afgørende 
for at kunne realisere målene i udviklingsstrategien. Det er en 
forudsætning for at kunne skabe sammenhæng og balance i 
regionen. Og det er en forudsætning for fælles vidensproduktion, 
fælles dagsordener og for fælles udvikling – regionalt, nationalt, 
og internationalt.

GRØN OMSTILLING, 
KLIMA OG 
RESSOURCER

RENT VAND
OG JORD

KOMPETENCER 
TIL FREMTIDEN

MOBILITET 
FOR ALLE
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DELSTRATEGI

D
E

LS
T

R
A

T
E

G
I

DELSTRATEGI

DELSTRATEGI

D
E

LST
R

A
T

E
G

I

DELSTRATEGI

U
D

V
IK

LIN
G

 I H
E

LE
 R

EG
IO

N
EN

DANSK-TYSK OG INTERNATIONALT SAMARBEJD
E

REGIONALE MÅL

D
IG

IT
A

LI
S

E
R

IN
G

VIDEN OG ANALYSER

EN ATTRAKTIV 
OG OPLEVELSES-

RIG REGION

--  Regional Udviklingsstrategi 2020-2023  --  /

/ s. 6

S T R AT E G I S P O R  O G  M Å L

• Many cities and regions have started including the SDGs in their development plans

• In Germany and Japan, the national government is financially supporting cities and 
regions in localising the SDGs  

• Despite these efforts, the full potential of the 2030 Agenda not fully exploited yet

SDGs as a Tool for Strategic Visioning, Planning and 
Budgeting for Cities and Regions 

Linking “The Good Life” regional strategy 
(2016-2019), the new RD Strategy (2020-
23) and the SDGs in Southern Denmark

Key SDGs for the sustainability strategy of 
the city of Bonn
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②　実効性を高める特徴的な取組

　a）幸福度・QOLに着目した指標設定・評価

　�　デンマーク国政府として、幸福度とQOLに着目し、ロードマップに6つの戦略分野を設定した上で、

特にゴール 11 を中心に据えている。さらに、地域指標や他国のデータソースも含めて、エビデンス

に基づくローカライズした独自指標を開発・推奨している。南デンマーク政府もそれらを活用して戦

略の進捗状況を指標によってモニタリングし、戦略を見直すために用いることとしている。

図表 89　デンマーク国政府の幸福度に着目したゴール 11の独自ターゲット

The global goals offer an opportunity to bring 
together the many Danish initiatives and visions 
across municipalities, organisations, businesses 
and other actors. This is an opportunity both to 
reveal and to export the finest Danish solutions.

From the outset the Baseline for Global Goals 
project has aimed to use one goal or a certain 
set of them in a pilot project to determine how 
a baseline can be implemented. An important 
result is a method and recommendations for 
setting up baselines for all the SDGs.
Global Goal 11 is about the built environment 
– more precisely about sustainable cities 
and communities. In fact, towns and local 
communities are prime examples of  how 
physical parameters interact with respect to 
social and cultural parameters and with nature.

In the built environment, a particularly complex 
pattern unfolds, involving a wide range of actors: 
citizens, companies, the state, municipalities, 
agricultural interests and many others. 
Moreover, cities and local communities face the 
greatest challenges and opportunities when it 
comes to generating sustainable development. 
The built environment is something to which 
we can all relate, and where we all dwell, work, 
live and move about. This is precisely why Goal 
11 provides a good example among the highly 
political global goals with broad relevance. It is 
also a global goal requiring adaptation to local 
conditions.

This makes it an interesting goal to use as a pilot 
project for developing baselines for the other 
global goals.

Our core expertise
The built environment is the core expertise of 
both the Danish Architecture Center and Ramboll 
Management Consulting, who are working to 
develop the baseline jointly with Statistics 
Denmark and Local Government Denmark.

 Local Government Denmark has contributed its 
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municipalities. Municipalities play a particularly 
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– especially Goal 11, which must be achieved 
through the interaction of national and local 
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Statistics Denmark is among those responsible 
for officially measuring the UN indicators in 
Denmark, for which purpose it has contributed 
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Denmark as an inspiration to the world
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However, despite our leading position and 
outstanding solutions, we still need significantly 
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ourselves on our sustainable solutions, but 
only about 4% of our current construction 
is sustainable (Byggefakta, 2018), our CO2 
emissions are rising in several areas where 
we produce large quantities of waste, and our 
consumption is among the world’s highest.

In other words, there is room for improvement, 
but the conditions for achieving this are world-
class.

Why Goal 11 and the 
built environment?

18 19

Global Goal 11
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“making cities, communities and human 
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from housing, transport and green urban 
spaces to natural disasters, environmental 
impacts and cultural heritage.
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of targets that deal with the resources to be 
deployed to achieve the global goals. Therefore, 
any reporting on these targets is beyond the 
scope of the baseline.

Target 11.1
Build adequate, safe and 
affordable housing

Target 11.3
Make cities inclusive and 
sustainable

Target 11.5 
Reduce the damaging 
effects of natural disasters

Target 11.2
Create safe, affordable, 
accessible and sustainable 
transport systems for all

Target 11.4 
Protect and safeguard the 
world’s cultural and natural 
heritage

Target 11.6  
Reduce the adverse 
environmental impact of 
cities

Target A 
Enhance good national and 
regional urban planning

Target C 
Support the least developed 
countries in building 
sustainably and resiliently

Target 11.7 
Make green public spaces 
available to everyone

Target B 
Make far more of the world’s 
cities more resilient to natural 
disasters

The global goals offer an opportunity to bring 
together the many Danish initiatives and visions 
across municipalities, organisations, businesses 
and other actors. This is an opportunity both to 
reveal and to export the finest Danish solutions.

From the outset the Baseline for Global Goals 
project has aimed to use one goal or a certain 
set of them in a pilot project to determine how 
a baseline can be implemented. An important 
result is a method and recommendations for 
setting up baselines for all the SDGs.
Global Goal 11 is about the built environment 
– more precisely about sustainable cities 
and communities. In fact, towns and local 
communities are prime examples of  how 
physical parameters interact with respect to 
social and cultural parameters and with nature.

In the built environment, a particularly complex 
pattern unfolds, involving a wide range of actors: 
citizens, companies, the state, municipalities, 
agricultural interests and many others. 
Moreover, cities and local communities face the 
greatest challenges and opportunities when it 
comes to generating sustainable development. 
The built environment is something to which 
we can all relate, and where we all dwell, work, 
live and move about. This is precisely why Goal 
11 provides a good example among the highly 
political global goals with broad relevance. It is 
also a global goal requiring adaptation to local 
conditions.

This makes it an interesting goal to use as a pilot 
project for developing baselines for the other 
global goals.

Our core expertise
The built environment is the core expertise of 
both the Danish Architecture Center and Ramboll 
Management Consulting, who are working to 
develop the baseline jointly with Statistics 
Denmark and Local Government Denmark.

 Local Government Denmark has contributed its 
expertise, knowledge and data on the Danish 
municipalities. Municipalities play a particularly 
pivotal role in achieving the SDGs in Denmark 
– especially Goal 11, which must be achieved 
through the interaction of national and local 
actors.

Statistics Denmark is among those responsible 
for officially measuring the UN indicators in 
Denmark, for which purpose it has contributed 
data and knowledge, as well as provided advice 
on the global goals and the relevant data 
sources.

Denmark as an inspiration to the world
There are other advantages to studying Goal 
11 and the built environment. Denmark has 
great potential to take a leading position. We 
are already internationally recognised for our 
innovative design solutions – a recognition that 
spans our urban and rural architectural solutions 
to bicycle paths to our people-centric climate 
adaptation initiatives.

However, despite our leading position and 
outstanding solutions, we still need significantly 
more sustainable development. We may pride 
ourselves on our sustainable solutions, but 
only about 4% of our current construction 
is sustainable (Byggefakta, 2018), our CO2 
emissions are rising in several areas where 
we produce large quantities of waste, and our 
consumption is among the world’s highest.

In other words, there is room for improvement, 
but the conditions for achieving this are world-
class.

Why Goal 11 and the 
built environment?

18 19

Global Goal 11
Goal  11 deals with sustainable cities and local 
communities. More precisely, it concerns 
“making cities, communities and human 
settlements inclusive, safe, resilient and 
sustainable.”

To make the SDGs more specific, the UN has 
defined seven targets for Goal 11. They range 
from housing, transport and green urban 
spaces to natural disasters, environmental 
impacts and cultural heritage.

Targets A, B and C constitute a special category 
of targets that deal with the resources to be 
deployed to achieve the global goals. Therefore, 
any reporting on these targets is beyond the 
scope of the baseline.

Target 11.1
Build adequate, safe and 
affordable housing

Target 11.3
Make cities inclusive and 
sustainable

Target 11.5 
Reduce the damaging 
effects of natural disasters

Target 11.2
Create safe, affordable, 
accessible and sustainable 
transport systems for all

Target 11.4 
Protect and safeguard the 
world’s cultural and natural 
heritage

Target 11.6  
Reduce the adverse 
environmental impact of 
cities

Target A 
Enhance good national and 
regional urban planning

Target C 
Support the least developed 
countries in building 
sustainably and resiliently

Target 11.7 
Make green public spaces 
available to everyone

Target B 
Make far more of the world’s 
cities more resilient to natural 
disasters
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第４章　自治体 SDGs に関する事例分析

■実効性を高めるポイント

＜ロードマップの策定によるゴールやターゲット間の結びつきの明確化＞

○海外事例

　環境と経済の両立や、社会包摂・幸福度などを大きなビジョンとして、都市の地域性や国の方針を踏

まえて重点課題や関連指標を定め、ロードマップを策定している。

○ポイント

　個々のゴールやターゲットとの関連性の整理から始めず、重要な施策を有機的にビッグピクチャー（大

きな将来像・全体像）に位置付けていくことで、ステークホルダーとのビジョンの共有や、評価レビュー

や評価結果の活用が円滑となると考えられる。

＜オープンデータを活用した他都市比較や政策の因果関係の分析の実施＞

○海外事例

　評価にあたっては、エビデンス・ベースの政策形成の推進、幸福度等の地域の目指す姿に関する指標

の研究・調査、オープンデータの導入・活用、OECD 等と連携した国際比較など、最先端の政策科学

の活用がなされている。

○ポイント

　透明性が高まったオープンな環境での統合的な政策アプローチを求められるなかで、オープンデータ

の活用などの新たな評価のトライ＆エラーにチャレンジすることも重要である。

＜都市の主要課題ごとにローカル指標を設定し地域課題を見える化してフィードバック＞

○海外事例

　評価に用いる指標については、地域・都市の戦略と、SDGs の関連するゴールの紐づけを行った上で、

網羅的ではなく、都市の主要課題に応じてカテゴリー分けして、ローカル指標を設定している。また、

評価に当たっては、国連の自発的地域評価報告（Voluntary Local Review）のプラットフォームを活用

し、指標の進捗度合いを目標間で比較することでフィードバックを得られるよう、可視化している。

○ポイント

　地域課題に沿った指標を「見える化」して、ステークホルダーの理解と共有を実現し、強み弱みの分

析や、戦略や施策の見直し・改善に評価をフィードバックして活用することが重要である。




